
資料６－３

中間報告案に対するパブリック・コメント

募集結果と研究会としての対応等について



パブリックコメントの募集結果について（総括）

１．意見提出者１．意見提出者

属性 提出数 提出者

地方公共団体 ７ 新潟県、愛知県、兵庫県、松山市（愛媛）、本巣市（岐阜）、山北
町（神奈川）、阿新広域事務組合（岡山）

イーアクセス、ＫＤＤＩ、高知放送、シーテック、シスコシステムズ、
ＪＳＡＴ、ソフトバンクＢＢ、ソネット、東北電力、（株）電算、長野県
協同電算

テレコムサービス協会、東北経済連合会、NPO法人凧ネット、松
山大学

計 ２９

事業者 １１

団体（大学含
む）

４

個人 ７

２．主な意見提出項目２．主な意見提出項目

○ 地方公共団体の役割・位置づけの明確化

○ ブロードバンドの位置づけ（ユニバーサルサービスとの関係）

○ ブロードバンドの整備目標のあり方（FTTHを最終目的とする目標設定に対する評価）

○ 国の支援策のあり方（現行基盤法の支援策に対する評価）

○ 光ファイバ網の開放政策（地方公共団体設置、事業者設置）

○ テレビ（地上デジタル放送）難視聴対策（ブロードバンドの活用との関係） 等
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1 岡上　圭作 　ブロードバンドサービス普及状況の集計は市町村別では
なく、NTTの居舎ごと等、もっと詳細に集計してほしい。

　市町村ごとにブロードバンドが使用できるかどうかの集計になってい
ますが、この調査結果は１市町村の中で１世帯でもブロードバンド環境
が使用できれば整備されていることになってしまっています。
　実際には、同じ市町村内でもブロードバンドが使用できるエリアと使
用できないエリアがあり、市町村内にも格差が存在します。例えば、私
の住んでいる中辺路町には電話局が2局舎ありますが、一方ではADSLサー
ビスが提供されていますが、もう一方では提供されていません。
　しかし、こういう状況でも中辺路町はブロードバンド環境が整備済み
ということになってしまいます。しかし、実際は町民の半分の人たちが
ブロードバンドを利用できない状態なのです。
　ブロードバンドを使用できる世帯/使用できない世帯を確実に把握する
ため、市町村ごとの集計ではなく、NTT局舎がカバーするエリアごとの集
計にしたほうがいいのではないでしょうか。

同一市町村域内のデジタル・ディバイ
ドの存在については、１９ページに記
述しているところ。なお、ＤＳＬサー
ビスに係る収容局の集計データについ
ては、第１回研究会事務局資料参照
（総務省ＨＰに掲載）。

2 岡上　圭作 民間の会社がブロードサービスをおこなう予定が全くない
地域で整備をおこなうには、国の直轄事業で整備するか、
ブロードバンドサービスをアナログ電話のようにユニバー
サルサービスとする必要があるのではないか。

　私の住んでいる地域はブロードバンドはおろか、フレッツISDN(定額通
信)さえ使用できません。離島というわけでもありません。本州の一部で
す。和歌山県の通信状況は非常にひどいもので、フレッツISDNさえ使用
できない地域がたくさんあります。フレッツISDNが使用できない地域は
全国の中でも広島県の一部と和歌山県だけです。
　NTT西日本や県に問い合わせましたが、今後整備の見込みは全くないと
言われました。NTTは民間企業ですので、儲からないところには回線を整
備してくれません。
　和歌山県にはブロードバンド整備事業というものがあり、ADSLを導入
する際に局舎設備費用として県が1/3、市町村が1/3を補助してくれる制
度があります。事業者は残りの1/3を出すだけでいいのです。
　しかし、たとえこういう補助金制度があっても、儲からない地域には
整備してくれません。総事業費の2/3を補助してくれても整備したくない
ということなのです。
　NTTの方に聞いた話ですが、たとえ導入費用を全額補助してくれたとし
ても、機器の保守費用がかかるので導入したくないということでした。
これではいくら補助金を出して整備してもらおうと思っても無理な話で
す。
　補助金制度でブロードバンド環境を整備させようとするのは限界があ
るのではないでしょうか。
　補助金を出しても民間企業が回線を整備したがらない地域には、国が
直轄事業で整備するか、通信事業者にインターネット接続サービスをユ
ニバーサルサービスとして科すようにするしか、方法はないように思い
ます。

ブロードバンドがユニバーサル・サー
ビスとしては現時点では位置づけられ
ていない中、その整備は民間主導が原
則であるが、自由な民間事業者間の競
争にのみまかせたのではデジタル・
ディバイド解消の加速化が困難なこと
から、国・地方公共団体・事業者の連
携が重要である旨指摘している。地域
のブロードバンド基盤の整備に関する
民と官の役割の在り方、及びその推進
方策等については、最終報告に向けて
検討する予定である。

「はじめに」について及び全体を通じたご意見

中間報告書（案）に係る意見招請結果及び研究会の考え方 別添３
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3 岡上　圭作 テレビ難視聴地域への対策も同時に進めてほしい 　私の住んでいる地域はテレビの難視聴地域で共同受信アンテナを山の
上に立ててテレビを受信しています。
　しかし、2011年に現行のアナログテレビ放送が中止され、デジタルテ
レビに移行されることになっています。
　このままなにも対策せずに放っておくと、テレビ放送が見れなくなっ
てしまうわけですが、ブロードバンドの整備と同時にテレビ放送の受信
もできるような対策も考えてくれないでしょうか。
　ブロードバンド回線として光ファイバーを引くというのであれば、そ
れにテレビ放送も流せるようにすれば難視聴の問題も一気に解決できま
す。
　民間がブロードバンド回線を整備する場合でも、ブロードバンド回線
だけなら契約世帯が少ないので儲からないかもしれませんが、テレビ受
信ができるのであれば、ほぼ全世帯の契約が見込め、採算も採れるよう
になるのではないでしょうか。

本中間報告は、通信基盤としてのブ
ロードバンドとの切り口から検討した
ものであるが、１５ページにも、「放
送難視聴地域の場合、インフラとして
の光ファイバ網に対しては、地上デジ
タル放送導入後の難視聴対策にも利用
できるものと期待されている。」と言
及しているところ。
なお、具体的には、どのような形で検
討していくかも含め、別の場での議論
に委ねられるものであり、具体的な進
め方については今後の課題と認識。

4 岡上　圭作 　将来的にはブロードバンドサービスの導入が望ましい
が、今現在、定額接続サービス(フレッツISDN等)の選択肢
が１つもない地域については、ブロードバンドでなくても
よいので、定額接続サービスをいち早く導入してほしい

　私の住んでいる地域では、インターネットの定額接続
サービスが１つも利用できません。NTTのフレッツISDNも
サービスされておらず、将来も導入予定はないそうです。
　NTTにはテレホーダイという夜11時から朝8時まで限定の
定額接続サービスがありますが、フレッツISDNも提供され
ていない地域限定でいいですから、テレホーダイを24時間
化してもらえるようにはできないでしょうか。普通のテレ
ホーダイよりは料金が高くなってもいいです。
　ADSLやフレッツISDNは新たな設備を局に導入しないとい
けませんし、費用もかかりますが、テレホーダイの24時間
化ならば、新たな設備の導入は必要ないと思われます。
　将来、ブロードバンドサービスが利用可能になるとして
も、それはいつの日になるかわかりません。10年後かもし
れません。
　ブロードバンドサービスが導入されるまでの間、なんら
かの救済措置をしてほしいです。

今回の報告書はブロードバンドについ
て検討したものでありナローバンドの
常時接続について検討していないが、
ブロードバンド・ゼロ地域において
は、早急にデジタル・ディバイドを解
消するため、その地域にとってより簡
易・迅速に整備することが可能なＦＴ
ＴＨ以外のメディアをまず緊急に導入
することも重要な選択肢であると考え
る。

5 匿名希望 　補助金の申請が各自治体からあがってくると思いますが、これらを
査定される際に「リアルな通信インフラの現状」を別途調査頂いた上
で、交付を決定して頂くような仕組みが必要であると考えます。

　私の自宅も未だブロードバンド回線が敷設されておらず、ブロードバ
ンドの普及には自治体の支援が必要であると考えます。
　しかしながら、地方の自治体では単独で地域の情報化を進めることが
できる人材や組織がなく、方向性を見誤ることが多く見受けられます。
私が住んでいる自治体でも、ケーブルテレビを構築し、それによりブ
ロードバンドを普及させる、という話が持ち上がっています。しかし、
町の約６０％の世帯カバー率で民間のADSL回線がすでに利用可能であ
り、町全体にCATVを構築することは非常に無駄であると感じられます。
　こういった方向性の見誤りは自治体の知識不足、粗悪なコンサルティ
ング会社の押しつけた地域に全くあわない情報化施策などが問題になっ
ていると思います。また、それを監視・是正する議会でさえも同様に知
識不足で判断できかねる状態で、「どこが間違っているのかわからな
い、何が分からないのか分からない」という状況に陥ってしまっており
ます。
　とかく、総務省から補助金を出して各自治体が情報化事業を行う際に
はその自治体内で提供されている民間のブロードバンドサービスの普及
状況をよく考慮した上で補助金を出して頂きたいと考えます。特に、私
たちの町では残り４０％（２０００世帯程度）の地区でADSL回線が利用
できればよく、十分に用をなしえると考えられます。ましてや難視聴地
域でもない我が町にCATVは必要ないものです。

補助金の交付にあたっては、当該補助
金の趣旨・目的に鑑み、適正に交付を
行ってるものである。
国としての整備方策のあり方等につい
ては、最終報告に向けて検討を進めて
いく予定。
なお、地方公共団体における人材の確
保等については、４８ページに記述し
ているとおり。
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6 江口　宏文 岐阜県本巣市 　　中間報告の冒頭「はじめに」の「（３）官民の役割分担と地方公共団体
の役割」に公正な競争の促進、規制の見直し、ユニバーサルサービスの記載
があるにも関わらず、これらわが国の通信業界が抱える諸問題への言及がな
い。
　　中間報告は地方自治体のベストプラクティスの紹介がメインであるが、
全国の自治体はFTTH、光CATV、無線LAN、ADSLと基盤もサービス内容も異な
る状況である。今後のユニバーサルサービスを考えたとき、少なくとも光
ファイバとメタルの混在は効率性が低く、いかに効率よくメタルからFTTHに
移行するか、つまり資源配分の効率性をどのように保つかが一番の課題であ
ると考える。この資源配分の効率性を保つための課題として、競争政策、財
源の確保、FTTH移行過渡期に果たすxDSLの役割、法律及び規制制度の見直し
を挙げる。また、FTTHは地上デジタル放送の難視聴対策の有効な基盤と成り
えることから水平分離の問題について、通信と放送を統合して論じる必要性
を訴える。
　　今回の中間報告は、地方自治体に対しての指針であるが、自治体は事情
も体力も異なるため、次代のユニバーサルサービスを見据え、FTTHは民間に
よる整備が促進される環境の確立が必要と考える。

　公正な競争の促進、規制の見直し、ユニバーサルサービ
スの記載があるにも関わらず、本編においては言及がな
い。

本中間報告は、地方公共団体向けに地
域のブロードバンド基盤整備に関する
指針をまとめたものであり、国として
の整備方策のあり方等については、最
終報告に向けて検討を進めていく予
定。

7 小林　博昭 ソネット㈱ 　FTTHなどの目標は結構。しかし報告書ではまず、即刻実現できる現
実解としてDSL技術を優先させる。まず、ADSL、VDSLなどを用いて経済
性と即時性を優先させてブロードバンドの整備をする。その後、ユー
ザの必要に応じて光ファイバーが必要なユーザは光ファイバーを敷設
する。経済性、技術の比較などを明確に実施して何が一番優れた解法
であるかを国民に提示する。HFCは上りの速度が特に弱いという特長が
あるのでここでは考慮していない。しかし、HFCしかないところでは選
択肢であろう。

「はじめに」の記述にあるとおり、ブ
ロードバンド・ゼロ地域においては、
早急にデジタル・ディバイドを解消す
るため、その地域にとってより簡易・
迅速に整備することが可能なＦＴＴＨ
以外のメディアをまず緊急に導入する
ことも重要な選択肢であると考えてい
る。

8 小林　博昭 ソネット㈱ 　インターネットエクスチェンジ（接続点）を全国に島嶼も含め100箇
所程度国の予算で即刻敷設する。このことにより、地方のブロードバ
ンド提供事業者は簡単に地元民に提供できる。長距離バックボーンを
考慮しなければならないようなことも不要である。島嶼外への接続を
考えなければよい、ということは島嶼でも有意の人たちがブロードバ
ンドサービスを開始でき、更なる広がりを期待できる。

国としての整備方策のあり方等につい
ては、最終報告に向けて検討を進めて
いく予定。

9 小林　博昭 ソネット㈱ 　NTTの局舎のますますの開放と、NTTの保有する光ファイバーの有効
利用をWDMなどの技術を用いて行なうようにする。光ファイバーの有効
利用を監視するために光ファイバーのオンブズマン制度を実現する。
このことにより巨額な整備コストは大きく抑制することが可能であ
る。

国としての整備方策のあり方等につい
ては、最終報告に向けて検討を進めて
いく予定。
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10 赤嶺 （１）競争の促進はデジタルディバイドを加速させる
（２）行政によるサービス提供は破綻する。
以上のことから、極力民間によるサービス提供を貫くべきである。国
の補助メニューで民間通信事業者へイニシャルコストだけでなく、ラ
ンニングコストにも補助できないだろうか。三位一体の考えもあるか
ら補助金でないにしても民間通信事業者を補助する仕組みが必要と考
える。
　行政は年間の数十万円の通信コストが払えないから数十億円の自前
のネットワークを借金して構築する事例が多いのはおかしい。

３７ページに記述があるとおり、まず
は民間のノウハウを活用することが重
要であることから、民設民営方式が原
則であると考えている。

11 赤嶺 ・通信、放送、電話の３つが一体となったサービスに対するインセン
ティブを考えるべき。

４７ページに記述されているとおり、
ブロードバンドの継続的利用を促進す
るために、地域に適したアプリケー
ション（電話、放送コンテンツ含む）
については関係者が継続して検討する
ことが有効であると考えている。

12 石橋啓一郎
公文俊平
倉谷光一
國領二郎
佐々木豊
鈴木聡明
坪田知巳
丸田一
美馬正司

CANフォーラム 　デジタルデバイドの進行についてはこれまでも言及され
てきましたが、このように調査に基づき議論をすることに
は大きな意義があります。本報告ではその資料に基づき地
理的要因によるデジタルデバイドの問題が明らかにされ、
この問題は民間事業者の自由な競争のみによって早期に解
決することはできず、地方公共団体が積極的な役割を果た
すべきであるという認識が示されました。
　われわれは、地理的な要因が大きいデジタルデバイドの
問題に対しては、地域コミュニティのアクティビズムの発
露による解決がもっとも相応しいと考えており、そのこと
が高度情報通信ネットワーク社会形成基本法(IT基本法)第
六条にも示されている活力ある地域社会の実現に繋がると
考えています。地方公共団体が主体性を発揮することを基
本とする本報告は、この点で優れていると考えます。

本研究会としても、本報告書の提言を
踏まえ、有効な施策が展開されること
を期待している。

13 石橋啓一郎
公文俊平
倉谷光一
國領二郎
佐々木豊
鈴木聡明
坪田知巳
丸田一
美馬正司

CANフォーラム 　調査と資料公開を継続すべき 　IT基本法第十四条にも示されるとおり、統計の作成およ
び情報社会の形成に関する資料の作成および公表は国の重
要な役割です。本報告に含まれる統計情報他の資料は、わ
が国の全体的な状況を把握する上で役に立つものであり、
このような資料の作成は国が行う調査として相応しいもの
です。デジタルデバイドは今後中期的に解決されていく問
題であり、その間常にこのような客観的で最新の情報があ
れば問題の解決に寄与するでしょう。本報告に含まれるも
のに類する調査を続け、今後も継続的に情報公開をして頂
くことが望ましいと考えます。

今後も積極的に情報公開を行っていき
たいと考えている。
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14 石橋啓一郎
公文俊平
倉谷光一
國領二郎
佐々木豊
鈴木聡明
坪田知巳
丸田一
美馬正司

CANフォーラム 　本報告を英訳、公開すべき 　米国では2004年12月のペンシルバニア州での事例など、
州が民間事業者の市場を守る目的で地方自治体が直接通信
インフラ整備を行うことを制限する事例が出てきていま
す。このようなことが議論になること自体、アメリカでは
自治体による通信インフラ整備が盛んであり、それに対し
事業者が危機感を抱いている証拠でもありますが、通信イ
ンフラ整備と自治体との関係において、消極的な見方も出
てきていることも確かです。日本で本報告のような検討が
行われていることは、米国にとっても参考になることだと
思われますし、米国での検討の経過を踏まえたコメントを
もらえる可能性も大いにあります。本報告を翻訳し、世界
的に参照できるようにして頂くことが望ましいと考えま
す。

英訳版の公表については、今後との検
討事項としたい。

15 石橋啓一郎
公文俊平
倉谷光一
國領二郎
佐々木豊
鈴木聡明
坪田知巳
丸田一
美馬正司

CANフォーラム 　FTTHの過剰な重視の修正 　本報告では地域の通信インフラ整備の最終的な目標設定としてFTTHを
想定し、その根拠としてe-Japan戦略IIおよび「近い将来超高速通信に対
するニーズが高まること」を挙げています。しかし本報告の資料(10ペー
ジ II章 ３．(2))でもFTTH整備は世界的な趨勢ではないないことが示さ
れていますし、e-Japan戦略IIでも全国的なFTTH整備までは想定していま
せん。一方、FTTHの整備には非常に大きな費用がかかり、本報告が対象
とする人口規模の小さい地方自治体ではこの費用を賄いきれない場合が
ほとんどです。本報告の第一の目的が「ブロードバンド・ゼロ地域」か
らの脱出であることを考えると、FTTHゴールとするを強調するよりはむ
しろ利用できる技術の選択肢の多様性を強調し、それぞれの地域の実情
にあった技術の選択方法について具体的に示す方が適切であると考えま
す。
　また、技術選択の根拠として、どの程度までの将来を想定するかとい
うタイムスパンを考えるべきであることを明記すべきです。将来的なビ
ジョンを描く際には、利用するアプリケーションとその利用帯域につい
ては中長期的なロードマップを想定すべきです。一方、技術選択の面で
は近年の通信インフラの基盤技術の変化を考えると、10年程度の長期的
な予想に基づく整備は的はずれになる危険が高く、特に経済的に余裕の
ない地域コミュニティにおいては長期的な展望よりも短期的(2,3年)に最
適な技術を選択し、状況に応じて再整備していく方が適切でしょう。

「はじめに」に記述するように、ブ
ロードバンド・ゼロ地域においては、
早急にデジタル・ディバイドを解消す
るため、その地域にとってより簡易・
迅速に整備することが可能なＦＴＴＨ
以外のメディアをまず緊急に導入する
ことも重要な選択肢であると考えてい
る。他方、FTTHサービスも現実にサー
ビス提供される中、より高い目標とし
てのＦＴＴＨも十分意識すべきである
と考える。
また、タイムスパン等については、最
終報告に向けて検討を進めていく予
定。
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16 相見　幹彦 阿新広域事務
組合

 ラストワンマイル整備に係る、補助金で整備した公共
ネットワークの柔軟な開放と国庫補助の拡大について

　阿新地域は岡山県の西北部に位置する一市四町から成る広域事務組合であ
り、平成１７年３月末を目指し対等合併の準備を進めており、合併後は総面積
７９３㎢、世帯数約１２，５００世帯と県内でも２番目の面積となる。
阿新広域事務組合では、民間事業者の参入が見込めない中山間地域でのデジタ
ル・デバイドの解消と合併後の地域間格差是正、来る地上波デジタル放送への
対応、災害時の情報伝達の迅速化等を目指し、阿新地域ラストワンマイル計画
を策定している。
　当組合では平成１２年度電気通信格差是正事業費補助金の交付を受け、域内
全域を結ぶ公共ネットワークを構築し、行政施設・学校をはじめ３１６箇所の
拠点を接続しているが、新見市は統計上ブロードバンドエリアになっているも
のの、実際には総世帯の半数弱（面積比約１２％）がADSLエリアに過ぎず、他
の四町ではISDNすら使用できない地域も存在する完全なナローバンドエリアで
ある。また、企業・事業所等においては情報収集・発信を含め各種手続き等も
電子化が進む中で、現状のままでは競争力の低下と共に事業の存続すら懸念さ
れる状況となりつつある。
高齢化率が高く集落が分散している中山間地域においては、真の情報格差是正
のためには各家庭までの接続が必須であると考えており、これにより防災告知
の多機能化、ＩＰ電話等によるコミュニケーション体制の確立など、高齢者や
情報弱者のデジタル・デバイド解消にも資するものである。
 岡山県においては２００６年末より岡山市の送信所から地上波デジタル放送
の再送信が開始されるが、県北部においては放送波の到達すら危ぶまれてお
り、域内の約７割を占める難視聴地区の解消と共に、放送と通信の融合による
情報伝達手段としての地上波デジタル放送を全域に提供することにより、さら
に効果的なデジタル・デバイドの解消になると考えている。
ラストワンマイル事業は、この地域の活性化と安心して生活できる地域づくり
の基盤として不可欠の事業ととらえて推進しており、財源として合併特例債を
想定しているが、合併に伴う課題が山積し、また高齢化や交付税削減等により
財政は窮地に達している。
条件不利地域における地方公共団体でのラストワンマイル整備事業において
は、財源の問題と公共ネットワークの開放が大きな課題となっている。今後、
特に合併後の事業として自治体での取り組みが増加すると思われるが、事業費
の削減と効率化を図るため、現在構築している公共ネットワークの柔軟で弾力
的な開放と、国県等の補助拡大を要望するものです。

今回の報告書は、地方公共団体向けに
地域のブロードバンド基盤整備に関す
る指針をまとめたものであり、国とし
ての整備支援方策の在り方等について
は、最終報告に向けて検討を進めてい
く予定。
また、本研究会としても、本報告書の
提言を踏まえ、有効な施策が展開され
ることを期待している。
なお、地域イントラネット基盤施設整
備事業については、平成１７年度予算
において、あらかじめ高速・超高速イ
ンターネットアクセス提供事業への光
ファイバ等の開放を目的とする整備を
可能とするところが認められたとこ
ろ。

17 長谷川　善之 新潟県総合政
策部情報政策
課

　ブロードバンドをユニバーサルサービスと位置付け、国
も積極的に関与してゼロ地域脱出を実現すべきである。

　ＡＤＳＬへの補助や加入者系光ファイバ網の整備を地方
公共団体が行うとしても、財政力の弱い地方自治体にとっ
ては実施が困難である。加えて、中山間地域など極端に世
帯数が少ない地域では、ランニングコストが不採算のため
整備されないまま取り残される恐れがある。
　一方、このような不採算地域が取り残されることは、電
子自治体の推進にも障害となる。特に災害時にアクセスが
集中する災害情報サイトでは、地図情報や画像情報等が有
効な情報となるが、今回の新潟県中越大震災では、ナロー
バンドしか利用できない地域の住民に配慮し、これら大容
量の情報発信を控えざるを得ないという問題もあり、早急
に格差なきブロードバンド環境の整備が必要である。
　こうしたことを踏まえ、完全なゼロ地域解消を目指し、
不採算地域においてもブロードバンド環境を整備するため
には、地方公共団体による補完だけでは不十分であり、ブ
ロードバンドを国の政策としてのユニバーサルサービスと
して位置付け、不採算地域へ特に配慮した補助制度の導入
や国主導で、通信事業者の出資も受け、不採算コストを事
業者に交付する基金の設立等新たな枠組みを構築する必要
がある。

今回の報告書は、地方公共団体向けに
地域のブロードバンド基盤整備に関す
る指針案をまとめたものであり、国と
しての整備支援方策の在り方等につい
ては、最終報告に向けて検討を進めて
いく予定。
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18 佐久間　啓彰 愛知県 　ブロードバンドの構築は、｢ブロードバンド・ゼロ地域｣に多い貧困
な地方自治体のその個々の努力に依存するのではなく、通信・放送の
将来を見通し、官民合わせた効率的な資源配分の下で、国全体の通
信・放送インフラを構想する時期に来ていると思われる。
　国においてサービスが可能となる仕組みを構築のうえ、所要の法制
度改正を行い、地理的情報格差の解消を図る必要があると考える。
　もはや、ブロードバンドサービスの普及状況、社会的ニーズは、情
報通信審議会で定義づけられたユニバーサルサービスの要件（「国民
生活に不可欠なサービス」、「あまねく日本全国において公平かつ安
定的な提供の確保が図られるべきもの」）に合致　　するものと考え
られるため、これをユニバーサルサービスあるいは準ユニバーサル
サービスと位置づけ、国においてサービスが可能となる仕組みを構築
のうえ、所要の法制度改正を行い、地理的情報格差の解消を図る。
　なお、当面の措置として、地域の実情に応じた整備を推進するため
に、類似の政策目的を持つ「地域イントラネット基盤整備事業」「新
世代ケーブルテレビ施設整備事業」「加入者系光ファィバ網施設整備
事業」等の各種補助金の統合化・メニュー化を図るとともに、推進部
署の一本化を行う。

　・ブロードバンド・サービス基盤の整備状況を最も普及しているＡＤＳＬに
ついてみると、「全市町村のうち約９割にあたる市町村では何らかのブロード
バンド・サービスが提供されている」状況にある。
　・また、計画（案）本文中にあるように、電子自治体等の行政分野、産業経
済分野（事業所のブロードバンド利用率が４０％を超えている）、住民生活分
野の諸側面において「通常のインターネット利用が、ブロードバンド環境を前
提とする状況」に至りつつある。
　・総務省の試算によれば、2010年にはブロードバンド・ゼロ地域1世帯当た
りの負の効果が約210万円になるとされる一方で、ブロードバンドサービス環
境が整った都市部ではユビキタス化が積極的に議論されるなど、地理的情報格
差はますます拡大していく。
　　インターネットのように技術的進展が速い分野をユニバーサルサービスに
指定することについては、一定の基準を設けたとしても直ちに陳腐化してしま
うという慎重論もあったが、地理的情報格差をこのまま放置することは、広く
国民生活への便益提供の　　点で、公正さに著しく欠けるといわざるを得ない
状況になっている。
　・｢ブロードバンド・ゼロ地域｣においては、多くの地域が地上デジタルテレ
ビの受信のため、民放の受信設備を含め共聴施設を大幅改修する必要がある。
また放送事業者においても中継アンテナなどに多大な設備投資が必要となる見
込みである。
　・また、計画（案）では、ブロードバンド基盤整備において、地方自治体に
重要な役割を果たすよう要請しているが、ブロードバンド・ゼロ地域の自治体
の多くは、財政基盤が弱く財政力指数が０．１に達していないところもあるの
が実情である。ブロードバンドインフラが整備された後のソフト施策について
は、「地域の実情に応じた」、「地域の特性を生かした」展開が可能だが、そ
の前提となるインフラ整備等については民間事業者支援も含め、財政力に乏し
い自治体においては、かなり困難な状況にある。

本中間報告は、地方公共団体向けに地
域のブロードバンド基盤整備に関する
指針をまとめたものであり、地理的情
報格差の解消方策等については、最終
報告に向けて検討を進めていく予定。

19 西尾　裕一郎 ジェイサット
㈱

　「FTTH以外のメディア4」を受けた注釈4の後段の文章に
ついて、例えば以下のように修正頂くことを要望致しま
す。
（修正文章案）
また、離島や一部山間地等の住民に対するブロードバンド
サービス提供手段としては、離島や一部山間地等の地理的
状況に応じて衛星回線をはじめとして、無線アクセスシス
テム等の活用が最も現実的かつ早急な解決策とも考えられ
る。

　衛星回線は離島のみならず、山間地等、様々な地域に対
するブロードバンドサービスの提供手段となりうるため。

いただいたご意見のとおり、修正す
る。

20 佐藤　精一郎 山北町長 　ブロードバンドサービスをユニバーサルサービスにする
べきである。

　e-Japan計画からの流れの中で､国家の方針として電子政
府、電子自治体を確立することを目標としてきた以上、国
家の責務としてあまねく広くの地域でＦＴＴＨに代表され
る超高速通信網を整備するべきである｡

「はじめに」に記述するように、ブ
ロードバンドがユニバーサル・サービ
スとしては現時点では位置づけられて
いない中、デジタルディバイドの解消
を加速化させるために国・地方公共団
体・事業者の連携が重要であると考え
ており、本中間報告はそのうち地方公
共団体の取組みについて行動の指針を
示すもの。国としての整備支援方策の
あり方等については、最終報告に向け
て検討を進めていく予定。

第Ⅰ章「本指針の目的」に関するご意見
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21 4 Ⅰ 1 佐藤　精一郎 山北町長 　地域における地方公共団体の役割､位置づけを明確化と
あるが、内容が不明であり､その内容を危惧している。

　これまでの先進事例等はいずれも過疎地域等が国庫補助
及び過疎債等を使用し､実質地方公共団体の負担が総事業費
の1/10以下となっている例が多い。人口規模1万人から2万
人以下の市町村でなおかつ、面積の広い場所に住民が点在
するような自治体で過疎地域指定無き当町にとっては、役
割、位置づけの内容によっては財政の破綻を招きかねない
ため。

２３、２４ページに記述するとおり、
国・地方公共団体（都道府県、市町
村）・地域社会・事業者の役割につい
て説明している。また、３８ページ以
下にあるように、最近では地方公共団
体の単独事業としてブロードバンド整
備支援を行う事例もある。本中間報告
は、地域の実情に応じつつ効率的な基
盤整備を進めていく上で、自主的な判
断で地方公共団体が出来ることを整理
したもの。

22 5～
7
Ⅱ 1 小松　広昭 高知放送 『各ブロードバンドの概念図』と『各ブロードバンドの概

要及びメリット・デメリット』の比較表に参考として超高
速インターネット衛星も追加記入すべきである。

 中山間部の条件不利地域ではブロードバンド・ゼロと共にデジタル放送
の難視が予想されており、過疎高齢化のためインターネットよりもむし
ろ、ユニバーサルサービスとしての既存の地上波テレビは欠かせないも
のとなっている。そのため、中山間部のブロードバンドの基盤整備はテ
レビ難視聴対策をセットにして考えるほうが効率的である。
　地上放送サテライト局の建設の場合も同じだが、過疎地の地上系回線
の整備は残り十数パーセントになるとコストパフォーマンスが非常に悪
くなり指数関数的にコスト（一世帯あたり）が上がるものと思われる。
また、地上系回線のあまねく敷設には工事
年数が掛かり過ぎ、2011年の地上アナログ波停止迄には間に合わない可
能性が強い。
　一方、「e-Japan戦略」で2005年度に打ち上げ予定であった超高速イン
ターネット衛星（ＷＩＮＤＳ）及びその後の後継機衛星の利用では、ブ
ロードバンドインターネットと地上波デジタル放送の再送信が同時に可
能とされている。また、地上設備の工事期間が短くて済むと共に、山間
部の100世帯以下の集落でも少ないコストで設置でき、更には地上系と比
して災害時に強いといったメリットがある。
　過疎山間部や離島などラスト数パーセントのブロードバンド・ゼロ地
域の基盤整備は超高速インターネット衛星を含む無線系の利用が有利な
ことを記すべきである。

現時点で一般家庭向けに提供されてい
るメディアについて記述しているた
め、衛星については記載していない。

23 7 Ⅱ 1 佐藤　千明 ㈱長野県協同
電算

各ブロードバンドの概要及びメリット・デメリットの内容に事実誤認
がありますので、訂正していただきたい。
①ADSLのデメリット
誤：収容局からの距離により、通信速度が低下する場合やサービスが
提供できない場合がある。ただし、長距離伝送（5km程度）が可能な
リーチDSL4という方式もある。
正：収容局からの距離により、通信速度が低下する場合やサービスが
提供できない場合がある。ただし、長距離伝送が可能なリーチDSL4と
いう方式であれば10km以上でもサービス可能であり、一部事業者が
サービスを提供している。
②脚注４
誤：300KHz以下の周波数帯域を使用するため、距離による信号の減衰
やノイズの影響を受けにくい。ただし、通信速度は上り下りあわせて
最大1Mbps と通常のDSL よりも遅い。
正：300KHz以下の周波数帯域を使用するため、距離による信号の減衰
やノイズの影響を受けにくい。ただし、通信速度は上り下りあわせて
最大2.2Mbps と通常のDSL よりも遅い。

　リーチDSLは回線が光化されていない限りサービス可能
で、10Km以上でも実績がある。通信速度は上り下りあわせ
て最大2.2Mbpsまで可能であるが、TTCでのスペクトル管理
ルールにより、同一カッド内相手回線のDSLサービスへの干
渉影響があるとの理由で、一定距離（０．４ｍｍ換算線路
長で２．５ｋｍ）以遠ではモデムの最大性能である2.2Mbps
まで可能となる出力での利用が禁止されている。

　NTT電話局から長距離のユーザには通常のADSLモデムでは
サービスができないケースがあり、それらを救済すること
もブロードバンド・ゼロ解消の目的になる。従って、リー
チDSLのような長距離回線向けDSLサービスに対しては、TTC
ルールのより柔軟な運用を考慮すべきである。

いただいたご意見のとおり、修正す
る。

第Ⅱ章「ブロードバンド普及の現状」に関するご意見
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24 11 Ⅱ 4 青木　敏 ㈱電算 １． 通信事業者が設置している光ファイバ網は、ケーブ
ル長ベースで約80万Km｣とありますが、充足・不足を議論
するためには、実は、もう一度中身の精査が必要です。
２．「国土交通省が解放している光ファイバ」に関する追
記を要望します。

　例えば、同一ルートに複数の通信事業者が共同で100芯づ
つ設備して、そのほとんどが未使用のケースも現実にあ
り、このケースでは、いたずらに総延長距離数の数字を大
きくしており、やはりルート別の洗い出しが必要です。
２．国土交通省も光ファイバを解放しており、実際には
　　・テープ単位（４芯）の貸し出し
　　・概ね１０Ｋｍ間隔で設置されるクロージャ接続とな
る
　　・現在の開放区間は細切れで、繋がらない
といった多くのネガティブ要素を含んではいますが、地方
公共団体が脱出計画を策定するに当たり、重要なリソース
の一つになります。

１．本データは、その充足・不足を論
ずるのではなく、実際に敷設されてい
る光ファイバを量的に示すことを目的
とするもの。
２．国交省の光ファイバについては、
いただいたご意見を踏まえ、下記を追
記する。
１１ページ「最後に、国土交通省も道
路及び河川の管理用に光ファイバを整
備しており、平成16年3月末時点での
敷設延長は約2.8万ｋｍに達してい
る。また、電気通信事業者等向けに一
部開放も行っている。」

25 17 Ⅲ 1
2
 山内  克浩 　デジタルディバイドの発生する原因として記載された事

項以外に、距離的要因による域内デジタル・ディバイドが
存在する事の記載を求めたい。

　私の住む自治体がそうであるように、自治体内に収容局が１つしかな
く、収容局に近い場所では既にＡＤＳＬサービスが実施されているにも
かかわらず、最寄り収容局と利用者間が遠距離である事によりサービス
提供を断られている利用者もあります。大局的に見れば新たな基地局の
整備等という事から利用者数や採算等と関係してくるのかもしれません
が、現時点においてはただただ放置されていると言って過言ではないよ
うに思います。このような地域に住む住人にとってはラストワンマイル
等という話ではなく、６～７マイルにも及ぶ問題です。そして、利用者
自身では全く対処できません。

１７ページ脚注に記述があるとおり、
ＡＤＳＬの場合は距離的要因によるデ
ジタル・ディバイドが生じる場合があ
ると言及している。

26 14 Ⅲ 2 上杉　志朗 松山大学 （原文）
「以下で論ずるように、地域においてブロードバンド基盤整備
を行うことは、インターネットそのものの安全で安定的な利用
環境を整えるとともに、住民生活・地域経済・地方行政の諸側
面において多様な効果・効用を与えるという大きな積極的意義
を有している。また、特にブロードバンド・ゼロ地域において
その整備を進めることは、社会経済問題化するデジタル・ディ
バイドを早期に解消する観点から高い必要性が認められる。」

「住民生活・地域経済・地方行政の諸側面」の「諸側面」に明
示的に、ブロードバンドが民主主義を促進する効果があること
を明示すべき。具体的には、「住民生活・地域経済・地方行
政・民主化促進の諸側面」という風に記述する。

　地方行政だけではなく、デジタル・デバイドは、憲法の保障す
る国民の権利について、侵害を起こし、民主主義に逆行する可能
性がある。例えば、第57条（以下に引用）による「公表」と「一
般に頒布」する義務について、両院にて公開中の生中継とビデオ
記録は頒布の一形態としてみることができるが、ブロードバンド
で接続しなければ、視聴が困難である。

〔会議の公開と会議録〕
第57条　両議院の会議は、公開とする。但し、出席議員の三分の
二以上の多数で議決したときは、秘密会を開くことができる。
２　両議院は、各々その会議の記録を保存し、秘密会の記録の中
で特に秘密を要すると認められるもの以外は、これを公表し、且
つ一般に頒布しなければならない。
３　出席議員の五分の一以上の要求があれば、各議員の表決は、
これを会議録に記載しなければならない。

ブロードバンドは、極めて広範な影響
を有すると考えられるが、本稿では、
生活・経済・行政という地域社会に最
も身近な代表的な３つの側面について
の影響を指摘しているものである。

第Ⅲ章「地域におけるブロードバンド基盤整備の意義・必要性」に関するご意見
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27 17 Ⅲ 2 上杉　志朗 松山大学 （原文）
「例えば電子入札等が行われる際には、常時接続性・大容量性
を有するブロードバンドが必須となる4。4 ただしこの場合、高
いセキュリティが求められることとなる。」

「そして、高いセキュリティを確保する上でも不可欠となるの
が、高度な暗号化に対応できる、高速な回線である。」と追記
する。

　ブロードバンド回線が整備されていないために、高度なセキュ
リティを利用できないこともあわせて述べておくと良い。

ご指摘を踏まえ、以下のように修正す
る。
１７ページ脚注「ただし、この場合、
ブロードバンド基盤を前提とした高い
セキュリティ（高度な暗号化等）が求
められる。」

28 21 Ⅲ 2 長谷川　晃 　デジタルディバイドを放置した場合のデメリットの中で
作業効率・経済効果・利便性の低下以外にも地域のＩＴ発
展に関わる重要で危険な部分が見落とされていると思いま
す。

　現在のインターネットにとって無視出来ない深刻な問題としてコンピュータ
ウィルスやスパイウェア更には不正アクセス等が取り沙汰される機会が年々多
くなっていますが、一般ユーザにとってセキュｱな環境の構築の最も簡便で確
実な方法であるセキュリティソフトやＯＳのセキュリティ向上の為の更新ファ
イルはブロードバンドの普及に伴って年を追うごとに容量が増大し、もはやナ
ローバンドでは数十分から場合によっては数十時間と言う非現実的なダウン
ロード時間を要するまでになりこの様な時間的拘束を嫌いソフトウェアの更新
を怠るユーザや多くの場合リッチコンテンツで構成され表示に時間のかかる
メーカーサイトの閲覧をせずに更新の重要性を理解していないユーザ、既にサ
ポートが終了した旧式なセキュリティソフトを使い続けるユーザがナローバン
ド地域には少なからず存在し、これらはデジタルディバイドが引き起こす現象
でもあり、もはや自己責任や個人の勉強不足としてだけでは片付けられない問
題だと思います。
　もし、この様なユーザのＰＣが伝染性の強いコンピュータウィルスに感染し
た場合地域の知人・友人・職場等のＰＣにも連鎖的に感染が広まる恐れがあ
り、結果的にデジタルディバイドが存在するが故の情報や知識の不足によって
処置が遅れ深刻な事態を招く可能性があると思われます、またスパイウェアや
不正アクセスによる個人情報の漏洩が引き起こすプライバシー侵害や架空請求
詐欺等の犯罪行為の被害を受ける危険性も、十分な知識を得る事が比較的容易
であるブロードバンド利用者に比べて高くなると考えられ、これらの事柄が地
域の中で問題視される様になればインターネットやＰＣその物が悪の根源であ
るかの様な風潮が生まれ兼ねず、ネットに起因する事件や青少年に悪影響を及
ぼすコンテンツについて殊更強調した報道をするマスコミ情報と相まって過疎
地において元々少ない利用者の増加を鈍化させるだけでなく次世代のＩＴの担
い手となるべき若年層からもインターネットを遠ざける、いわばデジタルディ
バイドスパイラルとでも言うべき現象の発生が私の住む様な高齢者が多くＩＴ
を始めとした新技術への関心が低い地域では常に危惧される物と考えます。

本文１４ページでは、相当量のデータ
伝送を要するＯＳやセキュリティ・ソ
フト等のソフトウェアを最新化・最適
化するプログラムをダウンロードし、
安全で安定的なインターネット利用の
ためにもブロードバンドがある程度前
提となっていることを指摘している。
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29 16 Ⅲ 2 佐藤　千明 ㈱長野県協同
電算

　ブロードバンドを企業活動のための不可欠な産業経済活動基盤と評されて
いることに賛成します。そこで、次に、
個人と異なり企業においてはADSLでなくより高速な光接続を希望するケース
がほとんどですが、その企業までの加入者系光回線を誰の負担でどう敷設す
るかが緊急課題となります。
　制度的にはNTT東西が月額5000円程度でNTT局舎からユーザ宅までのダーク
ファイバを事業者に貸し出していますが、2004年6月からその貸し出し方針
が厳しくなり、儲からないエリア（Ｂフレッツサービスを提供していないエ
リア相当）では、原則として他通信事業者への貸し出しを拒否するようにな
りました。それどころか提供義務撤廃すら希望しているようです。
　2010年までに加入電話6000万世帯の半分にあたる3000万世帯までFTTH化す
るという方針を打ち出したNTTさんとしては、それとは逆の「儲からないエ
リアでの光敷設を抑制する」という方針徹底は矛盾があります。後から出た
新しい方針が優先されるならば、不採算地域は切り捨てるという古い方針は
撤回すべきではないでしょうか。
　それは民間企業の問題だということで片付けてしまえるほど問題は単純で
はありません。
　都市部のように採算性の良い地域は放っておいても事業者間のサービス競
争により利用環境は向上しますが、採算性の悪い地域は民間論理だけでは環
境向上は期待できませんので、公金を投入してでも、企業への光接続サービ
スが提供できるような枠組みが必要です。
　個人へのブロードバンドサービス提供のためにそこでサービスを行う通信
事業者に市町村や県、国が何がしかの事業補助を行うことと同様に、企業・
法人への光接続サービスを提供するために、不採算地域でそのサービス提供
を行う通信事業者や光回線を提供する大手通信事業者に対して、何がしかの
事業補助を行う制度も検討していただきたい。

　均衡ある地域経済発展のために条件不利地域での情報基
盤整備が必要

今回の報告書は、地方公共団体向けに
地域のブロードバンド基盤整備に関す
る指針をまとめたものであり、国とし
ての整備支援方策の在り方等について
は、最終報告に向けて検討を進めてい
く予定。また、関係者間で検討がなさ
れることも期待している。

30 15 Ⅲ 2 青木　敏 ㈱電算 　意義・必要性に｢地デジ難視聴からの脱出｣をより明確に
加えた上で、研究会構成員の見直し並びに｢ＩＰ技術を利
用した放送｣への道筋付けを強く要望します。（一部記述
はあり評価はしますが、一層の鮮明化を希望します）

１．近々｢地デジ難視聴｣が大きな問題になるのは必然で、
現在の研究会の当初目的からは外れますが、総務省として
は両者をセットで検討できるし、また総務省でないと検討
出来ない課題です。
２．その場合、現在の研究会構成員を見直して、メンバー
追加が必要です。
３． また一般論として、そのような｢地デジ難視聴｣エリア
はどちらかというとＦＴＴＨ化が遅れる地域で、従ってし
ばらくの間、精々ＡＤＳＬ通信で毎秒数メガビットしか確
保できないことが想定されます。このような環境内で「地
デジ放送」を提供できる仕組みの一つに、比較的安価に構
築できる｢ＩＰマルチキャスト｣方式があり、この商用化に
向けた著作権他、残る課題に対する早急な検討を期待しま
す。

本中間報告は、通信基盤としてのブ
ロードバンドとの切り口から検討した
ものであるが、１５ページにも、「放
送難視聴地域の場合、インフラとして
の光ファイバ網に対しては、地上デジ
タル放送導入後の難視聴対策にも利用
できるものと期待されている。」と言
及しているところ。
なお、具体的には、どのような形で検
討していくかも含め、別の場での議論
に委ねられるものであり、具体的な進
め方については今後の課題と認識。
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31 15 Ⅲ 2 孫　正義 ソフトバンク
ＢＢ㈱

「インフラとしての光ファイバ網に対しては、地上デジタ
ル放送導入後の難視聴対策にも利用できるものと期待され
ている」との記述がありますように、せっかく整備された
通信インフラは多角的に有効活用されることが望まれま
す。そのためには、通信インフラを用いた放送においても
地上波放送の再送信のルール整備を行う（例えば有線テレ
ビジョン放送法における再送信同意に関する大臣裁定のよ
うな制度）等、円滑に再送信するための環境を整備するこ
とが不可欠である旨を明記した方がよいのではないかと考
えます。

　電気通信役務利用放送は新しく制度化された放送である
ことから、円滑に地上波放送を再送信するルールが未整備
であり、現状では放送できないため。

電気通信役務利用放送事業者による地
上波放送の再送信は、現行の制度上排
除されているものではない。

32 20 Ⅲ 2 孫　正義 ソフトバンク
ＢＢ㈱

　ブロードバンドの利用による経済効果、及びデジタル・
ディバイドを放置した場合の負の効果の試算値について
は、あくまで一つの参考値である旨を明記するとともに、
今後の研究会で更に検討する旨を記述すべきと考えます。

　算定方法の妥当性については、議論が熟していないと思
われるため。

研究会の場でのそうした御意見も含
め、試算に含まれているものを詳細に
脚注化することで中間報告案としたも
の。なお、デジタル・ディバイド論に
ついては、最終報告までに更に議論が
なされる予定。

33 14 Ⅲ 2 小野　尚久 NPO法人　凧
ネット

　　情報網活用において、現在主流となっている情報機器やソフト等
はブロードバンド使用が標準となりつつあり、種々の情報の流布も
ネット上で行われている。
　しかし、例えば私どもの活動拠点である愛媛県（旧）五十崎町
（※）周辺部はブロードバンド基盤の整備が進んでおらず、その働き
が十分に行えないのが現状である。
（※2005年1月1日付で合併により内子町）
　社会の情報化、行政の電子情報化が進むにつれて、その情報、サー
ビスを居住地域に関わらず、全ての住民が同じように受けられる事は
ますます重要であると考える。

　地域の実情及び「五十崎町情報通信技術実験プロジェク
ト」で得た知見による意見である。

「はじめに」に記述があるように、ご
意見のとおり、ブロードバンド基盤の
整備は、ＩＴ利活用の高度化のために
不可欠であり、全国どこでもブロード
バンドが利用できる環境が実現される
ことが重要であるという認識の下に、
本研究会において検討を行っていると
ころである。
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34 15 Ⅲ 2 小野　尚久 NPO法人　凧
ネット

　私どもの活動拠点である愛媛県（旧）五十崎町(※)においては、ブ
ロードバンドが利用できる地域は中心部に限られている。
（※2005年1月1日付で合併により内子町）
　本文中、「通常のインターネット利用が、ブロードバンド環境をあ
る程度前提とする」との記載のとおり、現在のインターネット社会
は、ブロードバンドにより飛躍的に発展しており、ブロードバンド未
整備地区のインターネット利用者には、様々の制限が生じ、発展する
インターネットの利便性を享受できない。また、これからインター
ネットを始める者にとっても、一般的な説明事項（例えば入門書の内
容）に該当しない等障害が多い。
　現在では、快適にインターネットが利用できること自体が、すなわ
ち生活水準の高さであり、私どもの地域では、別な地域に移り住む
か、ブロードバンド環境が整備されない限り、生活を向上させていく
ことはむずかしく、ＩＴによる地域格差が確実に広がっていくと考え
られる。
　地域生活水準の向上、及び経済の発展は、地理的な負の要素を解消
するためのＩＴ抜きでは考えられない。ブロードバンド未整備地区の
悩み等を広く理解していただきたい。

　地域の実情及び「五十崎町情報通信技術実験プロジェク
ト」で得た知見による意見である。

１４ページに記述があるように、地域
においてブロードバンド基盤整備を行
うことは、インターネットそのものの
安全で安定的な利用環境を整えるとと
もに、住民生活・地域経済・地方行政
の諸側面において多用な効果・効用を
与えるという積極的意義を有してお
り、特にブロードバンド・ゼロ地域に
おいては、社会経済問題化するデジタ
ル・ディバイドを早期に解消する観点
から高い必要性があるものと考えてい
る。

35 15 Ⅲ 2 小野　尚久 NPO法人　凧
ネット

　すでにブロードバンド基盤が整備されている町の中心部では、各家々が近
接しており、非常時などにもコミュニケーションが容易である。一方、ブ
ロードバンド基盤のない周辺地域においては、過疎化の進展が著しく、各生
活者の距離が日々遠くなり生活者同士のコミュニケーションが以前より難し
くなりつつある。
　更に高齢者にとっては、老齢化、独居化により行動範囲が狭くなる反面、
地域合併による行政の広域化、自動車交通の発達、旧来の商業地の衰退な
ど、以前より広い行動範囲が必要となっているのが現状である。、
　このような状況下において、地域生活水準向上の観点から、次のような点
においてブロードバンド基盤の活用が期待される。
○老人の方また健康を害されている方などのIP電話などでの中心部からの健
康サポート
○独居の人達の安否確認を家族や地域担当者がネットワークを通じて行う
○自治会同士または自治会内での伝達や文書の配布
○体が弱くて行動範囲の狭い人達のコミュニケーション
○役場等からの地域情報や個人情報を写真等で詳細かつ円滑に行う
○核家族化が進む中、IPテレビ電話等による離れた家族との対話

　地域の実情及び「五十崎町情報通信技術実験プロジェク
ト」で得た知見による意見である。

１５ページに記述があるように、ご意
見のとおり、地域生活の水準向上面
で、ブロードバンド基盤整備の積極的
意義はあるものと考えている。
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36 16 Ⅲ 2 小野　尚久 NPO法人　凧
ネット

○地域産品のネット販売
　IT化が発達すると共に、農産物や特産物を販売する構造の中に次第に通信
網の利用、いわゆるネット販売が増加し、重要な地位を占めてきている。品
物をより詳細に消費者に見ていただくためには画像等が必要である。特に、
ブロードバンド基盤が整備された都市部に在住している大多数の消費者にア
ピールするには、よりリッチなコンテンツが期待される。つまり地域からの
ネット販売の促進のためには、情報発信者側（地域）でのブロードバンド基
盤整備が不可欠である。これにより、例えば、
・農産、特産物なども同様にしてより広範囲な他地域への広告宣伝を行え
る。
・農作業の作業現場から生動画で様子を伝えることにより農産商品を強くア
ピールする。
などの効果が得られる。
○ITリテラシの向上
　このようなIT技術の活用による販売には、それらを使いこなす能力、いわ
ゆるITリテラシの向上が重要である。地域経済発展を目的としたITリテラシ
教育は、地域の特性を熟知した地元で実施することが望ましいが、ブロード
バンド基盤が無い環境下では、十分な効果が得られないことは明白である。
○地域の存在感の向上
　その地域の風景などをインターネット中継をして見てもらう事で地域のイ
メージアップによる、地域振興に繋げることができる。
○テレワーク居住地の提供
　例えば私どもの活動拠点である愛媛県（旧）五十崎町（※）では、中心部
から車で10分も走れば、棚田のある自然豊かなすばらしい景色が広がってい
る。まさに都市居住者には羨望といえるものである。このような場所にブ
ロードバンド基盤があれば、在宅勤務（テレワーク）が可能となり、産業振
興、地域振興の一助になると考えられる。
（※　2005年1月1日付で合併により内子町）
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38 14 Ⅲ 2 石橋啓一郎
公文俊平
倉谷光一
國領二郎
佐々木豊
鈴木聡明
坪田知巳
丸田一
美馬正司

CANフォーラム 　通信インフラ整備のデメリットを明記すべき 　ブロードバンドの積極的な整備については、社会的な潮流を考慮すれ
ば自然な流れですが、本報告ではブロードバンドの整備自体が目的化し
ているかのようなイメージがあることが否めません。典型的なのが14
ページであり、ブロードバンドのもたらすデメリットへの指摘がなく、
説得力を低くしています。ブロードバンドの意義、必要性を明確にする
のであれば、メリット、デメリット、双方を比較して、やはりメリット
が大きいという結論であることが望ましいと考えます。
　デメリットとしては、例えばストロー効果が挙げられます。一般に
ネットワーク型のインフラを整備した場合、集積度の低いところから高
いところへ流れができることが知られています。新幹線、航空路線、高
速道路－－地域振興を目的としたインフラが、若者の移住を促し、過疎
化を促進したという歴史の皮肉もあります。ブロードバンドが村で普及
したために、皆が電化製品をオンラインショッピングで購入し、村の電
気屋さんがなくなる。というような可能性も考えられます。報告ではこ
のようなリスクに触れ、自治体担当者や地域コミュニティが十分に検討
をした上で整備を進められるよう配慮すべきです。

１４ページ脚注にあるように、ブロー
ドバンドには不正アクセス・ウイルス
侵入の危険性、その他ご指摘のような
面も考え得るが、それらを踏まえても
その整備を行う意義があるとの認識か
ら、陰の部分については詳細には言及
していないもの。

39 24 Ⅳ 3 長谷川　晃 　市町村や地域社会がブロードバンドの導入に消極的な状
況下において少人数の組織による必要最低限のブロードバ
ンド環境の確保と地域ユーザ同士の交流を促進する事によ
るインターネット利用普及の試案

　私の住む過疎地域では元々の人口の少なさや高齢者世帯の多さからく
るインターネットやＰＣへの関心の低さ、村が導入しているオフトーク
通信設備とＩＳＤＮ回線の同時利用の為に通常のＴＡよりも遥かに高価
なオフトーク対応ＴＡを購入しなければならない不便さから来る利用者
数の問題、昨今の地方財政の厳しさからくる予算面の問題、本村特有の
地理的条件（ＮＴＴ交換局が３機あり各々の収容世帯数も少なく、さら
には電波不感地帯が点在する）等によって民間事業者の進出が著しく困
難な状況にあり、商工・農・漁業団体による活動も皆無と言って良く、
他の町村に見られるような地域住民によるＩＴ促進団体も無い為に効率
的な誘致活動が出来ない状況となっております。
　そこで以前から私が暖めていた構想として、過去に役場に施設されて
いる行政系の光ケーブルを開放してもらい村民が利用出来るホットス
ポットの提案もしたのですが事実上不可能であるとの回答を得た為に現
在はＡＤＳＬ等のブロードバンドが提供されている近隣の町で村内の利
用希望者の共同出資によってＡＤＳＬ回線を契約し、無線ＬＡＮルータ
と屋外アンテナによるホットスポットを設置、ブロードバンド環境が必
要になった時に利用者がモバイルＰＣと無線ＬＡＮカードを持って現地
に赴きリッチコンテンツの利用やダウンロード等のナローバンドでは困
難な作業を行う方式を個人的に計画中です。

地域の実情に応じた効率的なブロード
バンド基盤の整備を行うことは本報告
書の趣旨と合致するもの。ご提出いた
だいたような地域での自主的な取組事
例が、多くの地域で共有されることが
期待される。

40 23 Ⅳ 1 赤嶺 　国の役割については、目標提示、競争促進、阻害要因解消、需要喚
起、技術開発、情報提供のみで、国は整備しないのか。ｕ－ｊａｐａ
ｎによって目標（国民１００％ブロードバンド化）は掲げたので、後
は、地方でやってくれ、では無責任すぎないか。
※地方がどんなに支援、インセンティブを講じても整備の進まない条
件不利地域はどうするのか？
※都市部から数十キロも離れている数件の世帯はどの様にして整備す
るのか？
※整備及びサービス提供に係る費用（数十億円）を住民が負担する考
えなのだろうか。

今回の報告書は、地方公共団体向けに
地域のブロードバンド基盤整備に関す
る指針をまとめたものであり、国とし
ての整備支援方策の在り方等について
は、最終報告に向けて検討を進めてい
く予定である。

第Ⅳ章「地域におけるブロードバンド基盤整備に対する基本的考え方」に関するご意見
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41 23 Ⅳ 2 赤嶺 　国の地域イントラネット構築等の補助メニューは、民業圧迫・二重
投資になっている場合が多く、しかも財政力の弱い地方自治体が多額
の借金を抱え、行政自らがプロバイダーとなり、図書館と消防署等を
高速大容量の回線で結んだ行政ネットワークの構築等（原則：一般の
人は利用できない）により、行政の負担が大きくなっている。これを
正当化するような記述はおかしい。はたして、どれだけ住民サービス
が向上したのだろうか（高速大容量で結んだ図書館と消防署の間にど
れほどのデータのやり取りがあるのだろうか疑問である。）
　これまでの国の補助メニューは使いがってが悪いため、地方の創意
工夫により民間への補助等が行われてきた。
　幾つかの先進的な地方自治体が行っているように、国においても民
間事業者のＡＤＳＬ局舎設備改築等への補助や通信コストを軽減させ
る施策等のメニューを創設すべきと考える。民間通信事業者に補助で
きる仕組み等。

今回の報告書は、地方公共団体向けに
地域のブロードバンド基盤整備に関す
る指針をまとめたものであり、国とし
ての整備支援方策の在り方等について
は、最終報告に向けて検討を進めてい
く予定である。

42 24 Ⅳ 3 山下　芳紀  「市町村は、地域住民に近い立場から、ブロードバンド
誘致に対する住民や地域社会の意向、活動状況といった地
域の実情の把握に努め」とあるが、当該の自治体にはその
様な気概も意識も無いように感ずる。また、事業者は利益
が出るか出ないかの一点に集約されるのではないか。

　隣の市にはFTTHサービスが既に始まっている為、NTT西日本殿にサービ
スを申し込んだが、当地域へのサービスは未定との旨の回答を戴いた。
　これを当該の自治体にぶつけ、住民に対してアンケート等をして潜在
需要を見つけ、NTT殿にサービスをさせて戴きたいと申し込んだ。しか
し、当地域は既にADSLサービスが行われている為、その様なアンケート
を行う必要性も、潜在需要の把握も必要ないとのご意見であった。
　然るに、私の住所では収容局からの線路長が4930mもあり伝送損失が
47dbある為、ADSLではベストエフォートでも2M程度のスループットであ
る。しかも、電話線と平行して特高線があり、そのノイズ影響等を考え
るとスループットは0.5M以下と推察されるし、リンク切れも相当程度発
生するものと判断される。このスループットの低下とリンク切れ発生に
対してNTT殿にお聞きしても何ら納得のいくご回答は得られておりませ
ん。
　また、私は単身赴任している事もあり、土日に仕事（資料）を持ち
帰って整理し、海外の事業所に整理した大容量のファイル（時には100MB
以上）を転送する事もあり、その度に家にいる時間を犠牲にして会社に
早く帰ってその資料を転送しております。
　また、オンデマンド等をするには5Mのスループットを要求されている
サイトが存在し、概線路長のADSLでは対応出来ません。
　よって、FTTHをNTT殿に申し込みした訳ですが、上記の様な結果でし
た。
　別にFTTHに拘っているわけではありませんが（FTTC，FWAでも構いませ
ん）、実効スループットの向上とリンク切れの無い安定したサービスを
住民に提供させうる自治体と事業者の気概を切に望みます。

本報告書は先進的な事例を整理・紹介
しつつ、地方公共団体向けに指針案を
示すことにより、ブロードバンドの整
備に関心が相対的に低い地方公共団体
が行動を起こす際のガイダンスとなる
ことも期待している。
また、２４ページにも記述があるとお
り、地域においてブロードバンド基盤
整備が進むことは、事業者にとっても
顧客の増加・ネットワーク全体として
の効用の増大につながり、利用者たる
地域社会、提供者たる事業者双方に利
益をもたらすものと考える。
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43 23 Ⅳ 1 青木　敏 ㈱電算 国の役割として、
１．本脱出計画の地方自治体への積極的な周知・啓蒙活動
及び関与
２．ＮＴＴの｢加入者線光ファイバ解放｣の従来どおりの運
用
３．公正な有効競争の促進を目的に、ＮＴＴの再々編
を要望します。

１． 今回の指針案を「仏作って魂入れず」にしないためには、総務省出
先機関の現地における、より積極的な活動が必要です。
２．ＮＴＴの指定電気通信設備である｢加入者系光ファイバ｣の事業者向
け貸し出しの対応が、昨年6月1日を期して悪い方に激変しました。地域
における情報サービスの健全な発展のためにＮＴＴ独占は排除する必要
があり、やはり従来通りのペースでの開放を要望します。もしそれが無
理なら、それこそ｢光ファイバ敷設公社｣といった別会社の設置も俎上に
乗せる必要があります。
３．デジタルディバイド解消を含め、地域の通信サービス環境が進展す
るためには、地域の中小の電気通信事業者の活躍も必要です。が、現状
ではＮＴＴがインフラから各種サービスまで全てのレイヤを自前で調達
できる事とその知名度で垂直統合型のサービスをセットで獲得してしま
う構図が出来上がっており、これではいつになっても中小の電気通信事
業者は太刀打ちできません。そこで、その解決策として、現在のＮＴＴ
の機能をインフラレイヤ対応とサービスレイヤ対応に分割するＮＴＴの
再々編を要望します。

本報告書については、いただいたご意
見のとおり、積極的に周知・啓蒙活動
を行うべきと考えている。
また、国としての整備方策のあり方等
については、最終報告に向けて検討を
進めていく予定。

44 24 Ⅳ 3 相馬　文彦 社団法人　東
北経済連合会

・ＢＢ普及率で全国平均を下回る東北地区においては、特
に本報告書で提示する基本的な考え方は重要である。従
来、やや曖昧であった関係者の役割分担が明確にされてお
り、地域におけるブロードバンド基盤整備において、有効
であると考えられる。
　本報告書が提示するような役割分担が、関係者の緊密な
協力のもとに実現され、早期にブロードバンド基盤整備が
はかられることを期待したい。
・次章においても触れられているが、課題は整備されたブ
ロードバンド基盤の有効活用である。

・中山間地域を中心としたブロードバンド基盤未整備地域
は、採算性を理由として、整備が進まず、Ｅ－Ｊａｐａｎ
に取り残される可能性がある。これらの地域は道路整備と
並びブロードバンド基盤の整備が地域活性化を進める上で
不可欠であり、今回の計画が、これを促進し、Ｅ－Ｊａｐ
ａｎの全国化を達成させることに大きな効果があろう。
　全国的に市町村合併が進行しており、新しい同一行政区
域内における整備基盤の差を解消することにおいても、同
様であろう。
・なお、いうまでもなく、基盤を整備しただけで、すべて
が解決する訳ではない。電子申請に代表されるように地方
公共団体と住民間におけるＩＴ利用を促進するなど、地方
におけるブロードバンド利用シーンの増加を図ること、利
用者のＩＴリテラシーを高めることがスパイラル的に整備
されたブロードバンド基盤の経済的意義を高めると考えら
れる。
・特に、本年はＩＴ関連企業によるプロ野球球団が東北に
本拠地を構えることもあり、改めてＩＴへの注目も集まっ
ている。このような動向を踏まえ、基盤整備と一層の利用
拡大を図っていくことが必要である。

本研究会としても、本報告書の提言を
踏まえ、有効な施策が展開されること
を期待している。

45 Ⅳ 2
3
榎本　輝彦 兵庫県 　全国的な格差解消のための、国の役割についてもお示し

いただきたい
　最終的にはＦＴＴＨでの、ブロードバンド環境整備を目
標とされているが民間通信事業者の自主展開が見込めない
過疎地等の条件不利地域が存在しているため。

今回の報告書は、地方公共団体向けに
地域のブロードバンド基盤整備に関す
る指針案をまとめたものであり、国と
しての役割含め、整備支援方策の在り
方等については、最終報告に向けて検
討を進めていく予定。
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46 24 Ⅳ 3 石橋啓一郎
公文俊平
倉谷光一
國領二郎
佐々木豊
鈴木聡明
坪田知巳
丸田一
美馬正司

CANフォーラム 　地域コミュニティの役割を重視すべき 　本報告でも住民や地域コミュニティによる役割については言及されています
が、あくまで民間サービスを誘致する運動の主体として捉えられています。し
かし、実際には地域コミュニティが直接整備を含めたより積極的な役割を果た
し得ます。具体的な事例としては、未整備地域においてはNPO南房総IT推進協
議会が南房総において果たした役割や、都市部においては京都でNPO SCCJが整
備したみあこネットの事例などが挙げられますし、広い意味では学校構内に
LANを構築するネットデイの活動などもそのような活動の例に当たります。
　地域コミュニティが通信インフラ整備の中で大きな役割を果たす場合、住民
は個々人ではなくコミュニティとして通信インフラと関わることになります。
整備された通信インフラの活用までを視野にいれて考えると、地域に通信イン
フラのことを主体的に考える地域コミュニティは重要な存在になりますし、技
術的に優れた人材の育成や定着などを考えても、地域内に通信インフラのこと
に関わるコミュニティがあることは長期的に見て大変有利です。
　また、近年では富山県のインターネット市民塾や佐賀県の鳳雛塾など、地域
コミュニティが情報化をツールとして地域活性化を狙う事例が登場しており、
大きな力を持っています。このような試みをしているコミュニティが活動をよ
りレベルアップできるような通信インフラを得られれば、利用とインフラ整備
が車の両輪となって強力に進んでいきます。このような地域コミュニティが中
心となって作るアプリケーションを増やしていくことも大切です。
　このようなことを踏まえると、地方自治体は地域通信インフラの整備という
好機に際して、地域コミュニティと積極的に関わり、育成し、場合によっては
下駄を預けるべきだと言えます。官民の役割分担の文脈から言っても地域コ
ミュニティは「民」に属し、民間で可能なことはできるだけ民間に任せるべき
です。このようなことを踏まえ、本報告でも地域コミュニティに対しより積極
的な評価と記述をすべきだと考えます。

地域社会の役割は最も重要であると認
識しており、本文２４ページにも記述
があるとおり、地域社会が地域ニーズ
の把握や事業者との協議調整等、最も
中心的な役割を担うべきであり、地方
公共団体は側面支援を行うことが望ま
しいと考える。

47 12 Ⅳ 2 佐藤　精一郎 山北町長 　地方公共団体が自らのイニシァチブで整備を推進するこ
とは事実上不可能である。

　山北町は神奈川県の西部に位置し、人口約13,200人、面
積約224ｋm2であり、その面積の90％が山林という町であ
る｡一部特定農山村地域に指定されているが､事業者にイン
センティブを提供するということは、当町でインフラ整備
を行う等莫大な資金がかかり財政上不可能である｡

自らのイニシアティブとは、地方公共
団体による財政負担のみを意味するも
のではなく、利用者のニーズの把握や
需要の喚起、設備設置スペースの確保
等様々な方策により民間サービスの誘
致を図ることも重要な方策であると考
えられる。

第Ⅴ章「地域におけるブロードバンド基盤整備に関する課題と対応」に関するご意見
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48 26
～
27

Ⅴ 2  山内  克浩 「FTTH を中心とした超高速通信時代の到来を念頭に置き
つつ目標設定を行う」（一部略）のは大変結構なのです
が、数年後のご馳走（超高速通信）よりも今すぐのお茶漬
け（ナローバンドであっても今すぐに実現できる常時接続
環境）の実現を考慮して欲しい。

　最寄り収容局から遠距離（10km超過）であるが故にＩＳＤＮさえも利用でき
ず、いまだにダイヤルアップで接続せざるを得ない状況が既に何年も続いてい
ます。その様な利用者の環境などを全く考慮することなくＩＳＰは割引が適用
される地域ダイヤルアップアクセスポイントを次々と廃止し続け、利用者は一
層の費用負担を求められています。このままこれから先の数年を今のまま放置
されたのでは、数年後に超高速通信が実現するといわれても、もうすぐ息切れ
してしまいそうです。たといナローバンドであっても、架空回線の接続の見直
しや収容局－利用者間の配線経路の改修等によりすぐにでも実現できるであろ
う常時接続を求める次第です。
勿論これは限定的で変則的な利用方法であり将来に渡って長期間の使用を目的
とした物ではなく、緊急にブロードバンドの利用を必要とするユーザの救済策
であり、この様な取り組みを通して村内ユーザの交流だけでなく町の中心部の
みにＡＤＳＬが提供されている隣町において交換局からの距離的問題等により
家庭でブロードバンドが利用出来ない隣町のユーザの参加も呼びかけ広域的な
情報交換を促し現在ナローバンド利用者である方々にブロードバンドの重要性
や利便性等の知識の啓蒙を図り将来的にＦＴＴＨの導入が郡部でも実現可能と
なる時期までにその受け皿となる利用者や円滑な誘致活動の為の基礎となる人
材の育成を目標に据えた物です。
　この計画は未だ準備段階の域を出ず、地域ユーザの反応も未知数ではありま
すが潜在的需要はあると考えて居ります、またこの方式のメリットとして比較
的少人数でも安価な投資（回線料・プロバイダ料・普及型機材等）でブロード
バンドの利用が図れる為従来の地元への事業者誘致の方法の様に大々的な署名
活動や自治体からの助成金の投入を必要とせず手軽にブロードバンドの実態を
理解してもらうには最適の方法では無いかと思います、果たしてこの様な計画
が専門家の方の目にどのように映るか推察しかねますが、私と同じく地域の行
政に働きかけても反応が得られず試行錯誤を繰り返す全国の名も知らぬ同志達
の為にも是非中央の行政組織が地方の末端ユーザのアイデアをすくい上げ地方
の行政組織へ強力にフィードバックするような仕組みの構築をお願い致しま
す。

今回の報告書はブロードバンドについ
て検討したものでありナローバンドの
常時接続について検討していないが、
ブロードバンド・ゼロ地域において
は、早急にデジタル・ディバイドを解
消するため、その地域にとってより簡
易・迅速に整備することが可能なＦＴ
ＴＨ以外のメディアをまず緊急に導入
することも重要な選択肢であると考え
る。

49 47 Ⅴ 11  山内  克浩 　需要の掘り起こしは、継続したサービスを実現するため
にもちろん必要です。ですが、自治体や各種団体の出来る
事には限界があります。条件不利地域に住みながらも利用
を渇望し続ける人々はどこであっても存在しているのです
から、まずはそれら「使いたい人が使えるように」環境を
整備する事から初めても良いのではないでしょうか。

　自治体が住民に対して需要を喚起しても、特に地方の町村部ではすぐ
に限界が訪れます。それを補う為に各種団体等の後押しも必要だと思い
ますが、「とにかく利用したい」と考えている人々、そういった個人へ
の高速通信サービスをモニターよろしくまずは開始し、いち早くサービ
スが開始された人達からの人の繋がりによる線展開、面展開の方が、地
方では遙かに需要の掘り起こしと加入促進が期待出来るのではないで
しょうか。無論条件不利地域でのいち早い利用を希望する人々には、い
ち早いサービス開始と引き替えに後進への一定のサポートを義務づける
等により無駄な投資とはならないと思います。

需要の喚起と基盤整備は鶏と卵の関係
にあるとも言えるが、まず基盤整備を
行った場合でも継続的な需要喚起がな
ければ、その基盤を維持することが困
難となる。なお、需要喚起活動は地方
公共団体のみが行うのではなく、地域
社会が主となり、地方公共団体が側面
支援を行うことが望ましいと考えられ
る。
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50 30 Ⅴ 9 匿名希望 未提供地域だけでなく、提供地域でのアンケートも実施す
べき
または提供地域に住む親族の意見についても聴取できる様
式にすべき

　現状、未提供となっている過疎地域では高齢化、少子化
も進んでおり、例えアンケートを取っても需要の少なさを
裏付ける結果が出るだけである。また、町村での取り組み
でも「ウチの町（ 村・地区） にはいらんだろう」という
反応が返ってくるだけでアンケートを実施できない可能性
もある。もしくはアンケートの結果で「この地域には不
要」との判断を出されかねない。
　現に私の住む町ではADSL のサービス提供の開始をNTT に
働きかける様、町議会議員に陳情したところ、「そんなも
ん、ここ（ 富来町）には必要ない」と一蹴されたため、有
志が100 件超の署名を集め、直接NTT に陳情。その半年後
にようやく提供が開始された経緯がある。議会のブロード
バンドに対する関心と理解がない地域は過疎地になるほど
多いのではないだろうか？
　一方、過疎地になったとはいえ、かつてはある程度の住
民もおり、既にサービス提供地域に移動したり、そこで
サービスを利用している親族がいるはずである。
　その人達は「実家との低コストの連絡手段」や「実家や
高齢の父母の様子を見るための通信手段」としてブロード
バンドに期待しているものの、なかなか故郷が提供地域に
ならない事を気にしている人もいるはずである。
　そういった層の意見も取り入れられるアンケートの様式
変更が必要ではないかと思う。可能であれば直接提供地域
でのアンケートを実施できれば尚良いと思われる。（ 例：
通信手段としての利用の意思の有無、帰省時の利便性やU
ターン就職の際の条件となるか。等。）

アンケートの実施方法についても、地
域の実情に応じて多様であってよく、
御意見のようなアイディアが多くの地
域に共有されることを期待したい。な
お、参考４，５にあるアンケート調査
票は標準様式ではなく、実例に基づく
あくまでも参考である。

51 27 Ⅴ 2 小松　広昭 高知放送 『ＦＴＴＨ、ＡＤＳＬ、ケーブルインターネット，ＦＷＡ
等のメディア』に衛星も選択肢の一つとして明記すべきで
ある。

　中山間部の条件不利地域ではブロードバンド・ゼロと共にデジタル放
送の難視が予想されており、過疎高齢化のためインターネットよりもむ
しろ、ユニバーサルサービスとしての既存の地上波テレビは欠かせない
ものとなっている。そのため、中山間部のブ
ロードバンドの基盤整備はテレビ難視聴対策をセットにして考えるほう
が効率的である。
　地上放送サテライト局の建設の場合も同じだが、過疎地の地上系回線
の整備は残り十数パーセントになるとコストパフォーマンスが非常に悪
くなり指数関数的にコスト（一世帯あたり）が上がるものと思われる。
また、地上系回線のあまねく敷設には工事年数が掛かり過ぎ、2011年の
地上アナログ波停止迄には間に合わない可能性が強い。
　一方、「e-Japan戦略」で2005年度に打ち上げ予定であった超高速イン
ターネット衛星（ＷＩＮＤＳ）及びその後の後継機衛星の利用では、ブ
ロードバンドインターネットと地上波デジタル放送の再送信が同時に可
能とされている。また、地上設備の工事期間が短くて済むと共に、山間
部の100世帯以下の集落でも少ないコストで設置でき、更には地上系と比
して災害時に強いといったメリットがある。
　過疎山間部や離島などラスト数パーセントのブロードバンド・ゼロ地
域の基盤整備は超高速インターネット衛星を含む無線系の利用が有利な
ことを記すべきである。

一般利用者向けの代表的なものを例示
しており、「はじめに」の脚注に記述
があるとおり、離島等に対するブロー
ドバンド提供手段としては、衛星をは
じめとした無線アクセスシステム等の
活用が最も現実的かつ早急な解決策と
も考えられる。
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52 35 Ⅴ 6 小松　広昭 高知放送 　特に、光ファイバー網を活用したＦＴＴＨの場合』に、
超高速インターネット衛星を利用した場合の地上デジタル
放送の再送信について記述する必要はないか。

　中山間部の条件不利地域ではブロードバンド・ゼロと共にデジタル放
送の難視が予想されており、過疎高齢化のためインターネットよりもむ
しろ、ユニバーサルサービスとしての既存の地上波テレビは欠かせない
ものとなっている。そのため、中山間部のブロードバンドの基盤整備は
テレビ難視聴対策をセットにして考えるほうが効率的である。
　地上放送サテライト局の建設の場合も同じだが、過疎地の地上系回線
の整備は残り十数パーセントになるとコストパフォーマンスが非常に悪
くなり指数関数的にコスト（一世帯あたり）が上がるものと思われる。
また、地上系回線のあまねく敷設には工事年数が掛かり過ぎ、2011年の
地上アナログ波停止迄には間に合わない可能性が強い。
　一方、「e-Japan戦略」で2005年度に打ち上げ予定であった超高速イン
ターネット衛星（ＷＩＮＤＳ）及びその後の後継機衛星の利用では、ブ
ロードバンドインターネットと地上波デジタル放送の再送信が同時に可
能とされている。また、地上設備の工事期間が短くて済むと共に、山間
部の100世帯以下の集落でも少ないコストで設置でき、更には地上系と比
して災害時に強いといったメリットがある。
　過疎山間部や離島などラスト数パーセントのブロードバンド・ゼロ地
域の基盤整備は超高速インターネット衛星を含む無線系の利用が有利な
ことを記すべきである。

本中間報告は、通信基盤としてのブ
ロードバンドとの切り口から検討した
ものであるが、１５ページにも、「放
送難視聴地域の場合、インフラとして
の光ファイバ網に対しては、地上デジ
タル放送導入後の難視聴対策にも利用
できるものと期待されている。」と言
及しているところ。
なお、具体的には、どのような形で検
討していくかも含め、別の場での議論
に委ねられるものであり、具体的な進
め方については今後の課題と認識。

53 31 Ⅴ 5 上杉　志朗 松山大学 （原文）
「設備上の問題としては、特にRT 局の場合、局舎狭隘のため
ADSL やFTTH を提供するための各種機器を設置する空間がない
（コロケーションができない）場合、」

「RT以外に各種機器を設置する方策を立てる、または、それを
支援する施策を示してはどうか。

　RT以外に各種機器を設置する方策としては、（地方公共団体が
整備したFTTHの利用が許されているのであるから、各種機器を設
置する場所についても、）NTT施設以外の公的な施設、たとえば、
公民館や集会所の利用が考えられよう。これは、NTTからすると、
他社がこのような要求をしてくると、アクセス網の開放につなが
ると考えるので強い反対が出てくるかもしれない。しかしながら
商業性に乏しくNTT以外の参入者が期待できない過疎地域など条件
不利地域においては、公的施設の使用をNTTに優先させることでイ
ンセンティブを供与するなど、地域を限定した優遇措置を講じら
れるようにしてはどうか。

４３ページに記述があるとおり、適正
な手続きを経た上で、電源も利用可能
な公共施設内部の空間の一部を機器設
置用スペースとして安価で貸与出来れ
ば、事業者にとって有効なインセン
ティブになると考える。

54 45 Ⅴ 10 上杉　志朗 松山大学 （原文）
「⑥ 特に補助事業による整備の場合、利用目的に制限があった
り事務が煩雑であること等が挙げられている17。」
「17　総務省の調査結果による（平成16年7 月）。なお、光
ファイバ網の開放に関しては、総務省として、補助事業有効活
用の観点から、地域イントラネット等における加入者系事業と
の同時実施、CATV 事業者への開放を前とした整備の補助対象化
等の措置を行ってきている。」

　利用目的による制限を解除すること、目的外使用を一定の期
間を設けて推進することは重要である。煩雑な事務を簡素化す
るために、各総合通信局が調停機能を果たすようにすべきであ
る。

　事務が煩雑なる理由のひとつとして、地方公共団体の境界を越
えて通信回線が構築されていることがある。そのような場合に国
機関である総合通信局が各管轄内での市町村の境界を越えた場合
の調停および、地域を超えた場合に管轄間で協調することが重要
である。

今回の報告書は、地方公共団体向けに
地域のブロードバンド基盤整備に関す
る指針案をまとめたものである。国の
役割について、今後検討を進める予
定。
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55 48 Ⅴ 12 上杉　志朗 松山大学 （原文）
「地域におけるブロードバンド基盤整備には、自主的・能動的な取り組みと
地域間競争が必要であるが、そのためには人材の育成が特に重要である。
具体的には、地方公共団体及び地域社会において、IT 人材の育成に平素か
ら努めることが必要であるとともに、例えば非営利団体や民間のIT 専門家
に業務委託することにより、ブロードバンドを利用する上で現実に発生する
トラブルに対応できるサポート体制を市町村等に整備したり、ネットワーク
の保守管理等の業務を行うほか、地域におけるブロードバンド基盤整備の経
験を有する地方公共団体、総合通信局、民間事業者、NPO、地域住民等をア
ドバイザーとしてリストアップし、地域からの要請に応じて適切な人材が経
験やノウハウを提供できる体制を、主として都道府県レベルにおいて整備す
ることも検討に値する。」

　地域情報化アドバイザーの役割は重要である。中でも各地域の総合通信局
に求められる指導的役割は大きい。残念ながら、現在のところ、地方局の間
でもデバイドが見られることから、他の管轄局との差異が目立つ場合は、人
材交流によって先進地域の経験が後進地域において活用できるようにすべき
である。
また、NTTが認定する「ブロードバンド構築」ならびに「ブロードバンド維
持保守」技術資格を創設して、業務委託が円滑に行われるようにすべきであ
る。

　ブロードバンド・デバイドの対象になる地方におけるネット
ワークは、NTTが構築し、保守管理している場合が多い。したがっ
て、NTTの技術に適合する「ブロードバンド構築」および「ブロー
ドバンド維持保守」ができるような人材を育成することが手っ取
り早いし、現実的である。そこで、NTTが認定する資格を有する人
材が、NTTの上位ネットワークとの適合性を満たす地域のネット
ワークを運営することができるように、都道府県レベルにおける
整備をおこなう。

今回の報告書は、地方公共団体向けに
地域のブロードバンド基盤整備に関す
る指針案をまとめたものである。
また、本中間報告において特定事業者
の認定資格について具体的に言及する
ことは適切ではないが、それらも含め
必要な人材を育成・確保することは重
要である。

56 37 Ⅴ 8 原　伸之 ㈱シーテック 　３つの方式が挙げられていますが、これにPFI方式を加
える。

　公設民営方式もありますが、事業そのものをＰＦＩで公
募したらどうか？
ただし、条件不利地域もありますので、民間事業者にとっ
て、採算ベースに乗るＶＦＭ評価に工夫をすべきと思いま
す。

本中間報告においては、これまでの先
進的な事例を整理しつつ紹介したもの
であるのでＰＦＩ方式に係る記述はな
いが、今後の検討課題である。

57 48 Ⅴ 12 原　伸之 ㈱シーテック 　条件不利地域では、１つの係で多くの部門の仕事を担当
しているケースが一般的。そこで、この分野に精通してい
る国の組織である総合通信局が中核となり、条件不利地域
に積極的に参画して、早くＰＦＩ事業内容が評価できる知
識・ノウハウを習得すべき。

現状、｢地域ネットワーク整備｣の必要性は認めながら、何
から始めていいのかわからない。あるいは、知識がないた
めに、進めようがないという担当者の声をしばしば耳にし
する。
このためには、国が推進している施策を最短で知らせかつ
知識の底上げを図るべき。

総合通信局を含め、地域の関係者が平
素から意見交換・情報交換を行うこと
は、大変重要と考えている。

58 38
～
47

Ⅴ 9
11
種野　晴夫 イー・アクセ

ス㈱
　現在、基盤法拡充によって受けているＤＳＬの固定資産
税の課税標準の圧縮（固定資産税の軽減）・法人税の特別
償却について、平成１８年５月以降も継続をお願いしま
す。
　特に、ＤＳＬの固定資産税の課税標準の圧縮について
は、ＤＳＬＡＭ装置だけでなく、設置工事費まで拡大して
いただけるよう要望いたします。

　この２つの税制優遇措置は事業者の特に初期投資負担を
軽減することにより、広範囲なブロードバンド事業の基盤
整備を可能にするものです。
　弊社は通信ベンチャー企業であり、ＤＳＬ事業開始当初
は資金が少なくリースを利用したため当該支援措置を受け
ることができず、エリア拡大が難しい状況がありました。
　本措置の継続・拡充はブロードバンド事業のエリア整
備・拡大に大きく寄与するものであり、当社としては強く
要望いたします。

国としての整備方策のあり方等につい
ては、最終報告に向けて検討を進めて
いく予定。
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59 43 Ⅴ 9 種野　晴夫 イー・アクセ
ス㈱

　地方公共団体の光ファイバの開放だけではなく、現在、
ＮＴＴ東西の指定電気通信設備である光ファイバの開放の
継続も要望します。

　ＤＳＬ事業を行うにはメタル回線が収容されているＮＴ
Ｔ東西のビルへコロケーションして弊社の設備を設置して
いる。その際、ＮＴＴ東西のビル間を接続する方法とし
て、現在はＮＴＴ東西の光ファイバ（端末ファイバ及び中
継ファイバ）を利用しています。
　光ファイバの開放は、ＮＴＴ東西が行う活用業務の認可
条件としても義務付けられています。
　ＤＳＬの爆発的な普及も、このように競争促進政策に
よって支えられているところが大きいです。
　今後もブロードバンド事業を一層普及拡大に努めたいの
で、継続を強く要望いたします。

国としての整備方策のあり方等につい
ては、最終報告に向けて検討を進めて
いく予定。

60 31 Ⅴ 5 孫　正義 ソフトバンク
ＢＢ㈱

　事業者のある地域に対するサービス未提供の原因として、県内バッ
クボーン回線がない、または不足しているという設備上の問題があげ
られています。
　接続事業者がADSLやFTTHサービスを提供する場合、NTT東西の中継
ダークファイバを借用してバックボーンを構築するケースが多くあり
ますが、借用できない場合の解決手段としては①WDM導入によって少な
い光ファイバを活用する、もしくは②地方自治体等が設置した光ファ
イバを使う方法が考えられます。
　WDMを導入する場合には、WDMの装置を購入し、設置工事を行うため
の追加的費用が必要になります。
また、地方自治体等の光ファイバを利用する場合は、光ファイバはNTT
局舎に入線していないため、県内バックボーン回線として利用するた
めには、ケーブルの敷設とNTT局舎への引き込み工事が必要となり、多
大な時間と費用がかかります。
このため地方自治体と事業者、および事業者間の費用負担、及びとう
道、管路、電柱利用に関するルールの検討が必要であると考えます。
*他に44ページ　Ⅴ章　10項も関連箇所

　現在、地方自治体が行っているRT局のコロケーションス
ペースの拡張に対する助成等に比べて、県内バックボーン
の整備の為には、多大な費用が必要となる等、従来の補助
金の枠組みでは解決が難しいことも考えられるため。

国としての整備方策のあり方等につい
ては、最終報告に向けて検討を進めて
いく予定。

61 43 Ⅴ 9 孫　正義 ソフトバンク
ＢＢ㈱

　後段については、次のような表現が望ましいと考えま
す。
「こうした場合、特にRT局内で顕著であるが、適正な手続
きを経て、RT局隣接スペースを安価で貸与できれば、事業
者にとって有効なインセンティブとなる。また、電源容量
の増大について、適正な費用負担のルールが国によって定
められれば、事業者にとって有効なインセンティブとな
る。」
なお、報告書案では、「収容局舎が狭隘である場合に、必
要な電力容量を確保できないことがある」と読めますが、
収容局舎が狭隘でなくても必要な電力容量を確保できない
ことがあります。

　事業者がＡＤＳＬサービスやＦＴＴＨサービスを提供す
るためには、ＮＴＴビルにコロケーションすることが必要
であり、ＮＴＴビルから離れた公的施設内部の空間を利用
することはできません。

いただいたご意見を踏まえ、下記のと
おり修正する。
　４３ページ「機器を設置する空間及
び電源容量が必要となるが、事業者自
身で機器設置スペースが確保できない
場合（特にＲＴ局等の狭隘な局舎の場
合に多く見られる）や、必要な電源容
量を確保できない場合がある。こうし
た場合・・・」
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62 26
～
30

Ⅴ 1
～
4

赤嶺 ○整備目標の明確化：戦略・整備計画の策定
　現実には、（１）ブロードバンドサービスを提供する主体、（２）
基盤整備のためのイニシャルコスト、（３）サービスを維持するラン
ニングコストが必要であり、それが明確にならないとどの様な計画も
絵に描いた餅にしかならない。
　つまり、不採算部分を住民が負担するのか企業が負担するのか、そ
れとも行政が負担するのかを明確にする必要がある。

○推進体制の整備・啓発活動の推進
　いくら推進協議会を設置しても、上記（１）（２）（３）が解決し
ない限り、絵に描いた餅にしかならない。場合によっては、企業をい
じめる場でしかなくなる。

どのようなメディアを、どのような負
担で整備するかは、その地域のネット
ワークリソースや財政事情、事業者の
存否等の諸事情により左右されるた
め、地域の自主的な取組みを促してい
るものである。

63 34 Ⅴ 6 赤嶺 　ウェブサイトを通じての需要見込みについて、条件不利地域ではあ
まり利用することができず、後にウェブを活用する場合、ウェブ利用
者のみの意見が反映されてしまう危険性がある。特に今回はデジタル
デバイドの問題なのでウェブでアンケート調査するのはおかしい。

３４ページに記述されているとおり、
アンケート調査の実施方法は様々であ
り、ウェブサイトを通じて調査を行う
方法のみに限定することは想定してい
ない。

64 35 Ⅴ 6 佐藤　千明 ㈱長野県協同
電算

　光ファイバ網を活用したFTTH をテレビ放送の再送信受信に活用した
いという要望を念頭に置いて地域情報化計画を策定せよ、との提案に
は賛成であるが、FTTHをテレビ受信にどう活用するか、できるのかに
ついて、継続して、より突っ込んだ議論が必要かと思います。
　ブロードバンド通信のために敷設したFTTH回線をテレビ受信に活用
するには、以下の3通りがあるので、各地域が最も投資効果の高い方式
を選択できるような制度確立の検討をお願いしたい。
① データ通信用の芯腺と放送用の芯線を別々にする。（実績あり）
② データ通信用の帯域と放送用の帯域を別々にして、同一芯線上で伝
送する。（計画あり）
③ 一芯のFTTH回線の2層上で、データ通信と放送のアプリケーション
を混在して伝送する。放送データをIP化して伝送する技術はほぼ完成
している。（新方式で、今後の課題）

　既存電話回線を利用したDSLサービスは、回線新規敷設の必要がなく比
較的安価な投資でブロードバンド環境を構築できるが、FTTHでの整備で
は、戸あたり10万円から数十万円の光回線敷設コストが発生するため、
投資効果を最大限生かすためにも、高速インターネットだけでなく、電
話や域内告知放送やテレビ受信にもその光回線を有効活用できる仕組み
にすべきである。
　SS方式などで光の大容量通信能力をうまく生かせれば家庭まで100メガ
や１ギガの高速IP通信網を構築することができるので、高速インター
ネットや、VOIPによる電話、ＩＰブロードキャスト通信による域内告知
放送サービスは勿論のこと、テレビ放送の受信に必要な伝送容量もその
FTTHで確保できてしまう。
　１０年単位での将来の情報化を鑑みたとき、家庭までのFTTHといった
投資額に見合う活用方法としてのテレビ放送データのIP通信化に関し
て、国民･利用者の視点に立った政策推進が求められてくる。特にテレビ
難視聴エリアの住民にとって、ブロードバンド通信環境があるならばそ
れを活用してテレビ視聴したいとの強い願いがあることを考慮していた
だきたい。

本中間報告は、通信基盤としてのブ
ロードバンドとの切り口から検討した
ものであるが、１５ページにも、「放
送難視聴地域の場合、インフラとして
の光ファイバ網に対しては、地上デジ
タル放送導入後の難視聴対策にも利用
できるものと期待されている。」と言
及しているところ。
なお、具体的には、どのような形で検
討していくかも含め、別の場での議論
に委ねられるものであり、具体的な進
め方については今後の課題と認識。
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65 26 Ⅴ 2 小野　尚久 NPO法人　凧
ネット

　過疎地域集落における迅速・安価・柔軟性に優れた緊急整備の一手法とし
て、集落内にDSL集約装置（DSLAM）を設置し、既設の電話加入者線（メタル
線）を活用して、集落内DSL網を整備する方法を紹介する。
　私どもは愛媛県（旧）五十崎町（※）で実施中の「情報通信技術実験プロ
ジェクト」において、この手法を実証し良好な結果を得ている。
（※2005年1月1日付で合併により内子町）
　集落内にDSLAMを置き、メタル線で加入者宅とVDSLで接続、DSLAMとイン
ターネットの接続にはFWAを使用している。集落内のメタル線路長は最大1km
程度であり、VDSLで数十Mbps程度のリンク速度が実現できている。
　集落内DSLAMとインターネット間を光ファイバで接続すれば、網の構成は
都市部で普及しているFTTHの一形態に匹敵する。つまり、集落内DSL網は都
市部で一般的な「マンションまで光ファイバ、マンション内はVDSLで配線」
する構成において、「マンション」を「集落」に置換えたものと同等であ
る。
　すなわち本方法により、地域において都市部のFTTHと遜色ないブロードバ
ンド基盤を構築できる。また後にメタル加入者線部を光化すれば、完全な
FTTHへの移行も非常に容易である。
　コストに関しては、特に加入者宅内モデムは都市部で大量に販売されてい
るため安価であり、更に加入者宅の工事が不要であることから、DSL方式は
非常に優れている。また、電話加入者線はほぼ日本全国に敷設されているた
め、迅速に網を構築することが可能である。DSLAM等の設備設置場所として
は、公民館や集会所など地域の既存施設の活用が望ましい。
　なお、本方法の実現には、電話局外でドライカッパーを接続するための制
度整備が必要である。コロケーション等複雑な課題が予想されるが、早期実
現のためには過疎地域に限定した実施等の推進政策が望まれる。

　BB基盤が整備されない期間が長くなるほど、BB利用能力
の格差が開いていく。まずは早急に基盤整備を進めること
が先決である。その一手法として、今回実験に供した集落
内DSL網が構築速度、コスト、ＦＴＴＨへの移行性に優れて
いるとの知見を得たので、紹介する。

４３ページに記述があるとおり、適正
な手続きを経た上で、電源も利用可能
な公共施設内部の空間の一部を機器設
置用スペースとして安価で貸与出来れ
ば、事業者にとって有効なインセン
ティブになると考える。
また、いただいたご意見のような整備
事例は非常に参考になると思われるの
で、多くの地域の関係者との間で共有
されることを期待したい。

66 37 Ⅴ 8 小野　尚久 NPO法人　凧
ネット

　愛媛県旧五十崎町（※）で実施中の情報通信技術実験プロジェクトでは、
私どもNPO法人がその実施主体となり、地域住民の援助を得てブロードバン
ド基盤実験設備の構築を行った。
（※2005年1月1日付で合併により内子町）
当NPO法人の構成員は、そのほとんどが他の職業を有する地域住民である。
　この例のように民間の設備投資が進まない条件不利地では、このようなIT
知識と地域振興の志がある地域住民が主体となり、行政などの支援を受けな
がらブロードバンド基盤を整えるという協同組合的手法が考えられる。
（類似例として、有志により学校内にLANを構築するネットデイの活動など
がある。http://www.netday.gr.jp/）
　これは従来、集落単位でテレビ共聴アンテナを設置し、維持管理したのと
同様のシステムである。整備・運用スキームには、このような地域住民によ
る形態も考え得る。
　しかし、共聴アンテナと異なり、ブロードバンド基盤には電気通信事業法
の適用や高度な専門知識が要求される。五十崎町の実験に関しても、産官学
の支援により法律上の手続きやシステム設計がなされた。すなわち、このよ
うな形態での基盤整備には、法的手続き、システム設計技術、機器設置技
術、保守管理技術等に関する専門的な支援体制が不可欠である。
　整備スキームの一形態とその課題として、このような事例が参考となれば
幸いである。

　条件不利地において民間の投資が望めない場合、ＮＰＯ
法人や協同組合的な地域住民の活動による整備が有効であ
る。

いただいたご意見のような整備事例は
非常に参考になると思われるので、多
くの地域の関係者との間で共有される
ことを期待したい。
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67 36 Ⅴ 7 早坂　栄二 東北電力㈱ 　今後、整備を図る地方公共団体は、個別の国の支援措置
だけではなく、各省庁の支援措置を組み合わせることに
よって、整備範囲の拡大などを図っていくことも追記すべ
きではないか。

・ ブロードバンド基盤整備に関しては、参考７にある支援
策の他にも、各省庁によって多くの支援策があり、これま
でに、それぞれ有効に活用されてきた。
・ しかしながら、これまでは個別の支援措置での適用が多
かったため、地方公共団体が要望する整備範囲すべてをカ
バーすることが難しく、部分的な整備にとどまるケースも
あった。
・ 特に、整備が遅れている地域では、早期に広範囲なネッ
トワークの整備が必要となるため、単独での国の支援措置
ではなく、それらを有効に組み合わせて適用を図っていく
ことも考慮すべきである。
・ そのためには、地方公共団体の部署間のより一層の連携
強化、国の支援措置における制約条件の緩和等の検討も考
慮すべきである。

いただいたご意見を踏まえ、下記のと
おり修正する。
　３６ページ「・・、総合通信局等の
国の地方支分部局を通じて確認すると
ともに、適切な場合にはその適用（複
数の支援策の組合せを含む）を申請す
る。」

68 43 Ⅴ 9 早坂　栄二 東北電力㈱ 　今後、基盤整備を行う地域の地方公共団体は、その需要
の創出・取りまとめに注力すべきであり、アプリケーショ
ンの導入・開発や、地域住民のリテラシー向上などの施策
を積極的に進めることを、より強調（別項番など）すべき
ではないか

・ ブロードバンドの需要の創出、取りまとめを行うことは、事業者が
サービス開始を決定する際の大きなインセンティブとなるため、今後基
盤整備を図る地域の地方公共団体は、そのための施策を積極的に推進す
べきである。
・ 具体的な施策としては、ブロードバンド利用に関するアプリケーショ
ンの導入・開発や、地域住民のリテラシー向上などが考えられる。
・ 医療、福祉、教育、地域サービスなどのアプリケーションによる需要
の創出・取りまとめは、第Ⅲ章にあるように、大きな経済効果をもたら
すことから、その導入・開発は、非常に重要な施策になるものと思われ
る。
・ また、都市部と比べて高齢化が進んでいる周辺部などでは、啓発や研
修などによる住民のリテラシー向上が、需要の創出のための重要な施策
となるものと思われる。
・ 従って、地方公共団体は、初期投資や空間、バックボーンの確保など
の支援策と並び、アプリケーションの導入・開発や地域住民のリテラ
シー向上などによるブロードバンド需要の創出・取りまとめにも、より
積極的に取り組むべきである。
・ なお、アプリケーションの導入・開発コストを抑制するために、先行
導入アプリケーションの有効活用や他の地方公共団体との共同開発、共
同利用（ASP）なども有効であると思われる。

４７ページにも記述があるとおり、ブ
ロードバンドの継続的利用の促進のた
めに、アプリケーションの検討等も行
うことが有効であると考えている。

69 34 Ⅴ 6 吉田　真也 ＫＤＤＩ㈱ 　ブロードバンドを用いたサービスの種類は事業者毎に多
様になってきており、ユーザとしては個々の要望に応じた
サービスを選択できないということも一つの情報格差とな
りうる。
　このため需要の少ない地域においても極力事業者間の競
争が進展するような方策が検討されるべきであり、そのた
めの事業者間での設備の効率的な利用・共用などについて
検討されるべきである。
　そのような、需要の少ない地域における競争政策につい
てもこれを極力推進すべき方針が、利用者ニーズの把握の
観点から、本指針に盛り込まれるべきである。

　需要の少ないエリアについて競争が成立しにくい点は事
実であるが、ユーザ利益を考慮すると、そのような地域で
もできるだけ競争が進展する方法が模索されてしかるべき
である。
　現在のFTTH では、加入者系の設備を単独の事業者が占有
して利用する形態になっており、多くのユーザを集めない
と採算上問題がある設備構造になっている場合が多い。し
かし技術的には複数の事業者で設備を共用することも可能
であり、設備の有効活用の検討を加えることで、複数の事
業者による競争が可能となる地域も多く存在すると思われ
る。

今回の報告書は、地方公共団体向けに
地域のブロードバンド基盤整備に関す
る指針をまとめたものであるが、国と
しての整備方策のあり方等について
は、最終報告に向けて検討を進めてい
く予定。
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70 43 Ⅴ 9 吉田　真也 ＫＤＤＩ㈱ 　上記項目ではランニングコストについての公的支援は不
要とされているが、民間事業者に対するランニングコスト
支援策も事業者がサービスを開始するための大きなインセ
ンティブとして非常に有効である。
P28で示された『ランニングコストの負担のあり方や軽減
方法等』を考慮し、その一環としてランニングコストの支
援策についても検討されるべきである。

　ＦＴＴＨサービスを開始するにあたっては、コロケー
ション費用等ユーザ数が少ない場合にも発生するランニン
グコストの影響が大きく、需要の小さい地域ではランニン
グで赤字になるケースが想定される。
このランニングの赤字リスクを解消することが、参入障壁
を大幅に下げ、地域間格差の少ない地域でも競争が進展す
るものと考えられる。

今回の報告書は、地方公共団体向けに
地域のブロードバンド基盤整備に関す
る指針をまとめたものであるが、国と
しての整備方策のあり方等について
は、最終報告に向けて検討を進めてい
く予定。

71 28 Ⅴ 3 石橋啓一郎
公文俊平
倉谷光一
國領二郎
佐々木豊
鈴木聡明
坪田知巳
丸田一
美馬正司

CANフォーラム 　予算確保の検討の必要性を明記すべき 　本報告ではブロードバンド基盤整備推進のための具体的整備計画の策
定の必要性が謳われており、資金計画についても作成することが望まし
いとされています。本報告では必要な費用を算定するよう述べるにとど
められていますが、予算措置についても具体的に検討するよう明記すべ
きだと考えます。地域が独自に財源を確保する手法の例について紹介す
べきです。例えば、原町市では通信インフラ整備の費用を市民債で調達
しており、大変うまくいっています。
　財源については国が支援すべきとの考え方もありますが、地域の自発
性を削いでしまう可能性もありますし、どのような形でその財源を確保
するかについても合意が必要であり、そのような方法を採るとすれば今
後深い検討が必要となります。また、国は通信インフラ整備を目的とす
る地方債発行については地方債発行許可指針を緩めるなどの措置も考慮
すべきです。

いただいたご意見のとおり、予算の確
保は大変重要なことであると認識して
おり、２５ページ及び４９ページの一
般的事務フロー図の中に、予算確保と
いう言葉を盛り込んでいる。

72 26 Ⅴ 2 西尾　裕一郎 ジェイサット
㈱

　四角で囲まれた部分の最後の文章について、例えば以下
のように修正頂くことを要望致します。
（修正文章案）
なお、ブロードバンドが全く利用できない地域において
は、「ブロードバンド・ゼロ地域」からの早期脱出のた
め、ADSL、FWA、衛星回線等を迅速・安価・柔軟に緊急整
備するとの選択肢もある。

　衛星回線はブロードバンド・ゼロ地域からの早期脱出の
解決策の一つであると考えられ、「はじめに」の注釈4にお
ける記述と同様に、「衛星回線」を明記して頂きたいと考
えます。

一般利用者向けに提供されている代表
的なサービスを例示している。

73 44 Ⅴ 10 佐藤　精一郎 山北町長 　地方公共団体の自己設置光ファイバー網の開放と有る
が､国や一部事業者の敷設済み光ファイバ網の開放を考慮
されたい。

１． 当町を東西に横断している国道246号線には国土交通
省所管の光ファイバーが敷設済であり､空き芯開放を国とし
て考慮するならば、すでにあるものの開放を優先された
い。
２． 当町の水力発電所取水口等管理のため酒匂川最上流部
まで、東京電力の光ファイバー網が敷設済みである。東京
電力は関連会社にテプコ光を持ち、財産区分如何によって
はすでに当町に光ファイバー網が敷設された状態であると
いえる。空き芯開放の有効利用として積極的利用が図られ
るよう検討されたい。

いただいたご意見を踏まえ、下記のと
おり修正する。
２８ページ「・・加入者網整備・サー
ビス誘致のための事業者との協議（以
下５．参照、民間通信事業者・国・地
方公共団体等が保有する光ファイバ網
等の既存ネットワークインフラの利活
用、利用者ニーズ調査（以下６.参
照）等）、・・」
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74 37 Ⅴ 8 清水　章太郎 シスコシステ
ムズ㈱

　政府の主導のもと、e-Japan戦略IIとしてブロードバンド環境の利活用を
さらに推進していくことが確認されており、またu-Japan政策として2010年
までに全国民がブロードバンド へアクセスできるよう基盤整備を進めるこ
とが骨子の中に盛り込まれています。
　その観点からも国民にとってブロードバンド環境が利用できることは同一
の権利であると同時に、ブロードバンド基盤自身がライフラインの一つとし
て認定されたことに他なりません。
　ブロードバンド基盤整備における民間主導原則からも、フェアな競争を
ベースにより良いサービスの提供が実現されることが最良と考えるが、市場
原理にそぐわず採算性の低いルーラル地域へのサポートが問題となることも
事実であります。
　本、指針案においてはV章の整備･運用スキームにおいても下記のように記
述されております。
3) 公設公営方式 コラム５，６参照
不採算のため民間サービスの提供が期待できない地域において、国の補助金
を活用する等して市町村が地域公共ネットワークとともに加入者宅までの光
ファイバ網等を整備したり、CATV 網を利用したケーブルインターネット・
サービスを自ら電気通信事業者となって提供する場合がある
　現実にはこのような地域にこそ、ライフラインとしての基盤整備が重要と
なりさらには、その基盤を利活用したサービスの提供が重要と考えます。
　地方公共団体への指針と理解しておりますが、政策としてブロードバンド
基盤の整備を挙げ、国際競争力を強化してきた今、いかに国のサポート得て
具体的にルーラル地域のブロードバンド基盤整備を可能にしていくかと言っ
た提案・提言などを盛り込んでいただければ幸いです。

　民間主導の原理から外れる不採算地域こそ、ブロードバ
ンド基盤の真の力を発揮できる場所と考えられるため。

今回の報告書は、地方公共団体向けに
地域のブロードバンド基盤整備に関す
る指針案をまとめたものであり、国と
しての整備支援方策の在り方等につい
ては、最終報告に向けて検討を進めて
いく予定。

75 26 Ⅴ 2 大野　秀明 テレコムサー
ビス協会

　ブロードバンド・ゼロ地域において早急にブロードバンド・サービ
スの提供を開始するうえで地域の実情や整備コストを踏まえたメディ
アの選択が必要であるが、指針案では選択肢を現行のＡＤＳＬとＦＴ
ＴＨを軸にした高速通信への（段階的）移行を想定しての目標設定を
求めている。
　しかしながら、地域加入者系の整備対称メディアをＡＤＳＬ（ドラ
イカッパー）とＦＴＴＨを機軸にした整備を推奨することは、現在の
地域加入者におけるＮＴＴグループの独占的地位を温存することにな
るばかりか、技術革新により通信線に転用可能となった膨大な社会資
本を活用せず死蔵することとなり、結果として社会的コストの増加さ
せ、そのつけを利用者・国民に負担させることにつながりかねない。
　そこで現在すでに実用レベルに達し、来年以降、加入者系において
商用サービス解禁が見込まれる高速電力線通信（ＰＬＣ）について、
既存社会資本の有効活用の面からも地域通信網の高速化を担うメディ
アの選択肢として新たに加えるべきと考えます。

① 政府目標である１００Mｂｐｓ超の超高速通信時代の本格的到来を念頭に置
いた地域通信網を整備するとき、家庭向けに敷設された既存の電力線も利用可
能となる高速電力線通信（ＰＬＣ）は、既にＦＴＴＨの実効スループットに対
し遜色のない実用レベルに達しており、商用サービスの提供に向けた制度の見
直しを待つばかりとなっていること。
② 企業、一般家庭向けを問わず日本の津々浦々まで張り巡らされた電力線の
一部を加入者アクセス通信線に転用できることは、民間の通信事業者が自営の
ままでは加入者系の整備に及び腰であったブロードバンド・ゼロ地域であって
も、電力線という既存の膨大な社会資本を有効活用することで、より低廉なコ
ストで高速通信インフラの整備を行なえる可能性が極めて高いこと。
③ 加えて、光ファイバの高速・大容量・高信頼性の基幹網に、高速電力線通
信（ＰＬＣ）の加入者系を組み合わせることで、高品質の加入者系インフラの
構築が可能となり、家庭内でのアクセスも低廉なコストで導入できる可能性が
高いこと。
④ また、今なお極めて独占性の強いＮＴＴのブロードバンド地域通信網（ド
ライカッパーやダークファイバ）に依存しないことから、その機能を十分に代
替できる第２の加入者系通信線として通信事業者にも利用できるよう制度の見
直しを行なうことで、地域通信網における公正な競争環境の整備に資すること
ができること。
⑤ さらに、本指針案が掲げる克服すべき最重要課題である地理的デバイドの
解消に向け米国FCCは電力線ブロードバンド（BPL）の商用化ルールを発表し、
高速電力線通信（ＰＬＣ）を地理的なデジタルデバイドの解消の有効な手だて
として活用し始めていること。

ＰＬＣについては、将来的には有望な
技術ではあると認識しているが、その
漏えい電波による無線通信への影響が
懸念されることから実用上の問題の有
無などについては別途議論が行われる
ものと承知しており、議論の推移を見
守りたい。
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76 37
38
Ⅴ 8
9
大野　秀明 テレコムサー

ビス協会
・地方公共団体や第三セクターが運営までも行なう「公設
公営方式」による整備・運用は、採算面で事業者による自
主整備が極めて困難である島嶼・離島地域に限定すべきで
あること。
・ブロードバンド・サービスを都市部など高密度の需要地
域と同様に、地方・農村部など低需要地域において提供を
促す方策として、民間事業者の知恵を活かしながら提供
サービスの硬直化も避ける目的から、「民設民営方式」あ
るいは「公設民営方式」の採用を推奨することを明記する
こと。

①地理的なデジタル・デバイドの解消は、通信事業者間の
競争によるエリア拡大にのみ頼るのは困難であるとの指摘
があるが、これはサービスの継続的な提供を可能ならしめ
るような支援措置があまり行なわれて来なかったことによ
るところが大きいこと。
②補助金など「整備」面での支援措置によってインフラ整
備の費用が軽減されたとしても、民間の事業者が継続して
サービスを提供していくには、継続的利用の促進と需要喚
起を目的にした「運用」面からの支援措置のほうが需要規
模の小さい地域での事業運営では、より大きな効果が得ら
れること。
③本指針に基づくブロードバンド基盤整備において地方公
共団体が果たすべき役割は、民業圧迫となることのないよ
う通信事業者が行なうサービス提供に対する補完的・促進
的役割にとどめるべきであること。

３７ページに記述があるとおり、まず
は民間のノウハウを活用することが重
要であることから、民設民営方式が原
則であると考えている。

77 37
38
Ⅴ 8
9
大野　秀明 テレコムサー

ビス協会
・「民設民営」、「公設民営」方式のいずれの場合であっ
ても、まず現有の自治体ネットワークの有効活用を考える
ことから始め、ブロードバンド・サービスの提供を計画す
る通信事業者に対して、低廉な料金で貸し出すことから始
めること。
・その貸し出しにあたっては、自治体ネットワークが高い
自由度で利用できるなど効率的な事業運営への支援が結果
として民間事業者のサービスの質的向上に対するインセン
ティブ高揚と利用者料金への還元につながるような支援方
策についても検討することを要望いたします。

①地理的なデジタル・デバイドの解消は、通信事業者間の
競争によるエリア拡大にのみ頼るのは困難であるとの指摘
があるが、これはサービスの継続的な提供を可能ならしめ
るような支援措置があまり行なわれて来なかったことによ
るところが大きいこと。
②補助金など「整備」面での支援措置によってインフラ整
備の費用が軽減されたとしても、民間の事業者が継続して
サービスを提供していくには、継続的利用の促進と需要喚
起を目的にした「運用」面からの支援措置のほうが需要規
模の小さい地域での事業運営では、より大きな効果が得ら
れること。
③本指針に基づくブロードバンド基盤整備において地方公
共団体が果たすべき役割は、民業圧迫となることのないよ
う通信事業者が行なうサービス提供に対する補完的・促進
的役割にとどめるべきであること。

４４ページ以降に記述があるとおり、
民間事業者がブロードバンド基盤整備
を進めていく上で、地方公共団体が自
己設置する光ファイバ網を活用するこ
とは、効率的な基盤整備に資するもの
と考えている。

78 37
38
Ⅴ 8
9
大野　秀明 テレコムサー

ビス協会
　運営面での支援が、事業収支の不透明さを招き経営の透
明性を削ぐことになっておらず、補助金が有効に活用され
ていることを、利用者や納税者に対する説明責任として果
たすことを公的支援では求められることから、補助金を受
けて運営する民間事業者に対して該当サービスの運営収支
について原則公開することを課すこと。

①地理的なデジタル・デバイドの解消は、通信事業者間の
競争によるエリア拡大にのみ頼るのは困難であるとの指摘
があるが、これはサービスの継続的な提供を可能ならしめ
るような支援措置があまり行なわれて来なかったことによ
るところが大きいこと。
②補助金など「整備」面での支援措置によってインフラ整
備の費用が軽減されたとしても、民間の事業者が継続して
サービスを提供していくには、継続的利用の促進と需要喚
起を目的にした「運用」面からの支援措置のほうが需要規
模の小さい地域での事業運営では、より大きな効果が得ら
れること。
③本指針に基づくブロードバンド基盤整備において地方公
共団体が果たすべき役割は、民業圧迫となることのないよ
う通信事業者が行なうサービス提供に対する補完的・促進
的役割にとどめるべきであること。

実際には運営面（ランニングコスト）
の支援を行った事例がなく、また、事
業者等からのヒアリングによるものだ
が、ランニングコストについては、加
入者数がある程度継続的に確保されて
いれば、初期投資の負担に比較すると
費用は少なくてすむと考えている。
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79 44 Ⅴ 10 大野　秀明 テレコムサー
ビス協会

　通信事業者としては、自治体が設置した光ファイバ網の
開放はもちろんのこと、既に設置した加入者宅につながる
ＤＳＬ網やCAＴＶ網を合わせて開放することについても検
討していただくことを要望します。

① 地方公共団体が自ら整備した光ファイバ網の多くは、学
校やと図書館、役場など公共施設間を結ぶことを目的に設
計されている場合が多く、一般利用者への商用サービスの
提供を前提に構築されているわけではないので、アクセス
ポイントの設置などがされていないなど加入者系が脆弱
で、サービス設計の自由度が低い場合が多いこと。
② 脆弱な加入者系の問題を克服する手段として高速電力線
通信（ＰＬＣ）の解禁が望まれるところであるが、制度の
見直しにはなお時間がかかる見通しであることから、自治
体が既に整備しているＤＳＬ網やケーブルＴＶ網をそのつ
なぎとして活用することが社会資本の有効活用の面からも
適切であると考えられること。
③　CATV網の加入者系アクセス方式について、とりわけPON
の規格採用については最新かつ汎用性が高いものを事業者
の意思で柔軟に採用できるように見直すことでインフラ構
築のコスト低減が図れ、結果としてサービスエリアの展開
速度を速めることができること。

効率的なブロードバンド基盤の整備を
進める上で、光ファイバ網に限らず、
既存の設備を有効活用（開放）するこ
とは非常に有効であると考えている
が、今回の報告書では、光ファイバ網
は特にブロードバンド基盤の中核をな
すということで明記したものである。

80 44 Ⅴ 10 大野　秀明 テレコムサー
ビス協会

　CATV網の加入者系アクセス方式についてはより効率的な
事業運営が可能となるよう規格採用の自由度を高めるなど
の見直しを早急に行っていただくことを強く要望します。

① 地方公共団体が自ら整備した光ファイバ網の多くは、学
校やと図書館、役場など公共施設間を結ぶことを目的に設
計されている場合が多く、一般利用者への商用サービスの
提供を前提に構築されているわけではないので、アクセス
ポイントの設置などがされていないなど加入者系が脆弱
で、サービス設計の自由度が低い場合が多いこと。
② 脆弱な加入者系の問題を克服する手段として高速電力線
通信（ＰＬＣ）の解禁が望まれるところであるが、制度の
見直しにはなお時間がかかる見通しであることから、自治
体が既に整備しているＤＳＬ網やケーブルＴＶ網をそのつ
なぎとして活用することが社会資本の有効活用の面からも
適切であると考えられること。
③　CATV網の加入者系アクセス方式について、とりわけPON
の規格採用については最新かつ汎用性が高いものを事業者
の意思で柔軟に採用できるように見直すことでインフラ構
築のコスト低減が図れ、結果としてサービスエリアの展開
速度を速めることができること。

本中間報告は、ブロードバンドの通信
基盤としての切り口から検討したもの
であり、ご指摘の要望については別の
場での議論に委ねたい。

81 45 Ⅴ 10 中島　郁 松山市 ２）開放の必要性と克服すべき課題　の６行目
　しかしながら、現状では開放が進んでいるとは言えない
状況にある。その理由として、①②…に「⑦採算までの加
入者数獲得に時間を要する可能性がある等、民間事業者の
事業運営上の問題が懸念されること。」を加える。

　不採算地域でこそブロードバンドゼロ地域が顕著になる
が、そういう地域においては開放を求める事業者は皆無に
近いため、市町村自ら通信事業者となる場合がある。しか
し、地方財政における運営や維持管理費にかけられる予算
は限られており、開放が進まないどころかデバイド自体の
拡大になってきている。むしろ、不採算地域でサービスを
提供する市町村を含む事業者の負担をいかに軽減するかに
ついての検討が求められている。

採算までの加入者数確保については、
３４ページに記述があるとおり、利用
者のニーズの把握が大変重要と考えて
いる。ご指摘の箇所については、あく
まで開放の際の阻害要因について列挙
したものである。

その他参考資料等に関するご意見
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82 参
考
資
料
２

片瀬　和子 （財）未来工
学研究所

　残念なことに、ブロードバンドサービスの普及状況率は、「サービスが少
なくともその地域の一部で提供されている市町村」も含めて算出されていま
す。
　「サービスが少なくともその地域の一部で提供されている市町村＝ブロー
ドバンドゼロ地域が含まれている市町村」と捉え、ブロードバンドサービス
未提供エリアにおけるブロードバンドサービスの提供基盤整備のあり方を、
より正確なデータに基づいて検討すべきではないでしょうか。
　欧州の地方都市や田園地帯においても、地元自治体は、「民間の大手通信
事業者がサービスをすでに提供している中心市街地だけではなく、非市街地
のブロードバンド環境をどのように整えるべきか」検討を重ねています。そ
の結果、(1) 地元の電力会社とパートナーシップを組んで資金提供を受け、
共同でインフラ整備する、(2) 地域のバックボーンは地方公共団体主体、ラ
ストワンマイル部分は民間の通信事業者とったように官民が役割分担する
など、創意工夫しながら、人口非集積地域のブロードバンド環境整備を進め
ています。依然として取り残されているエリアもあり、解決策を模索してい
る国もみられます。
　また、ブロードバンドゼロ地域には、工場や商店、各種事務所等産業活動
が営まれている施設も立地しています。地域のブロードバンドユーザは、個
人の家庭だけに留まりません。これらの産業施設で、ダイアルアップから脱
却し、高額な専用線サービスに頼らず、より低価格でブロードバンドサービ
スを利用できるようにすることも、ブロードバンドサービスの有効利用を促
進し、地域の産業活動の活性化に貢献するものと思われます。
　民間の通信事業者等がADSLやFTTH等のブロードバンドサービスを提供して
いないエリアの状況をより正確に把握した上で、未提供エリアの人々が、利
活用の青写真を描きつつ地域の特性（住民層、産業構造、地形、気象条件も
含めて）に見合った手法を選定して最適なブロードバンド環境を整備できる
よう、ブロードバンドサービスゼロ地域脱出の道筋を検討していただきたい
と思います。

　ADSLやFTTH等のブロードバンドサービスは、同一市町村
内でも、中心市街地のみがサービス提供エリアとなってい
るケースが少なくありません。人口集積の少ない縁辺部の
農山漁村地域には、アナログ電話やISDNでインターネット
にアクセスせざるを得ないエリアがあります。
　このような未提供エリアが残っている市町村をブロード
バンドロードサービス提供地域にカウントすることは、わ
が国のブロードバンド過疎地域の現状を正確に示している
とは言えません。より正確な現状把握に基づく方策の検討
が必要ではないかと思います。

同一市町村域内のデジタル・ディバイ
ドについては１９ページに記述してい
るが、域内デジタル・ディバイドにつ
いて、今後どのように集計・把握すれ
ばよいか、最終報告に向けて検討が必
要であると考えている。

83 参
考
資
料
３

赤嶺 ＦＴＴＨやＡＤＳＬ、ＦＷＡ等の整備・運用費用に関する資料を充実
してほしい。例えば、「ＮＰＯ法人にんじんネット
（http://www.ninjin-net.com/index.html）」のように低予算でＦＷ
Ａのサービスを提供している団体の情報も欲しい。

整備コストに関する事例は、参考資料
３に掲載しているので参考にされた
い。
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